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　 1．研究の背景と目的

　 2018年 8月に東京都福生市にある「公立福生病院」
で腎臓病を患っていた 44歳の女性患者の人工透析治療
が中止され、1週間後に死亡したという問題が発生した。
透析治療の患者が自ら治療中止という意思決定をしたと
され治療中断により死に追いやられたのが、公立福生病
院の事件の概略である。この事件の中核には患者の意思
決定の争点があり、様々な議論がなされている途上であ
る。この事件では、ガイドラインの在り方と意思決定の
支援が行われる現場での現状に乖離があることが明らか
になったと言えるだろう。
　医療分野では「人生の最終段階における医療・ケアの
決定プロセスに関するガイドライン」（厚生労働省，
2018）が策定されている。この中では、アドバンス・
ケア・プランニング（Advance Care Planning――以下
ACP）という概念が推奨され、意思決定の支援では「話
し合いのプロセス」が大事であるとされている。
　この問題には多くの指摘すべき点があると言われてい
るが、今回は特に「治療再開（治療を止める意思の撤
回）が認められなかった」点に着目すると、「自己決定
の尊重」というソーシャルワーカーの倫理を問い直す必
要性を示した問題であると考えることができる。つま

り、「自己決定の尊重」や「本人の意思決定」という “心
地のよい言葉” が先行――ただ選択肢を与えたり、本人
と面談をしてサービスを決定するなど、その言葉の本質
的な意味合いを失い、形骸化されているとも言える――
した支援の結果、すなわち「治療の中断は本人が選択
（意思決定）した『治療方針』として捉え（自己決定を
尊重し）、“尊厳ある死”（自己責任）として “意図しない
死” に追いやった」事例であったと捉えることができる
のである。このことは、私たちが「自己決定の尊重」と
いう言葉を使う時、無意識的に “責任” という概念を付
随している場合があることに危惧しなければならず、
ソーシャルワーカーはそれを自覚して支援を行っていく
必要性を示しているとも言えよう。
　これらのことを踏まえると、「自己決定」について考
えるにあたっては “責任” という概念について考えるこ
とを避けてとおることはできず、自己決定を構成してい
る概念としてある “自律” について検討をしていく必要
があるだろう。我々が目指すべき “自律” とは何である
のかを紐解くことで、改めて「自己決定」を尊重する意
義を見出すことができるのではないかと考える。
　そこで本研究では、ソーシャルワークの倫理としてあ
る「自己決定の尊重」を再考することを目的とする。

抄　　録

　本研究は、ソーシャルワークの倫理としてある「自己決定の尊重」の再考を目
的とした。自己決定を構成している “自律” の概念を “正義論” から検討した結果、
それらは “ケアの倫理” の視点から批判されることが明らかとなり、“自律” から切
り離された “責任” を問われない「自己決定」の尊重の意義を検討する必要性が示
された。本研究では「バイステックの 7原則」の再解釈によりその意義を明らか
にした。今後は意思決定の支援における理論と方法の検討が急務となる。

キーワード：自己決定、ソーシャルワークの倫理、自律、ケアの倫理
　　　　　　バイステックの 7 原則

ソーシャルワーク実践における「自己決定の尊重」の再考
― バイステックの７原則 “援助関係の形成”を手がかりに ―

Rethinking Social Work Ethics “Respect for Self-Determination”
― Based on "Seven principle in Relationship" of F.P. Biestek. ―

 安　西　美　咲
	 Misaki Anzai

（査読論文）
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　 2．“自己決定権” と “自己責任論”

　（1）“自己決定権”から派生した ACPの概念
　医療分野における意思決定の支援に関するガイドライ
ン「人生の最終段階における医療・ケアの決定プロセス
に関するガイドライン」では、ACPの考え方が示され
ている。本ガイドラインは厚生労働省（以下、厚労省）
が作成したものであるが、ACPの考え方を「人生会議」
という言葉に置き換え、その言葉を浸透させるために
様々な啓発活動がなされている。
　ACPの概念は本来「話し合いのプロセス」に重点が
置かれるものであるが、厚労省が推奨する「人生会議」
は「自らが望む、人生最終段階の医療・ケアについて」
を、あらかじめ検討しておくことを示している。つま
り、終末期の医療とりわけ “延命医療” についてあらか
じめ考えることを前提としており、“尊厳ある死”に向け
た「人生会議」を推奨していると言える。
　医療分野における先行研究を概観すると、終末期の延
命医療をめぐっては、尊厳死、すなわち “死” をめぐる
“自己決定権”から見た意思決定の支援についての研究が
多い。その多くは「自己決定」を “人間の権利として擁
護すべきもの”として捉え、支援するという視点である。
その中でも、ACPの考え方が採用されることが多いが、
アメリカにおける ACPの成り立ちから考えると、日本
でのその用いられ方に違いがあるように思われる。
　アメリカでは、ACPの前に、アドバンス・ディレク
ティヴ（Advance Directives――以下 AD）が “自己決定
権” から見た意思決定の在り方として法制化された。
ADには、「内容指示型（an instructional directive）」と
「代理人指示型（a proxy directive）」の 2つの型がある
とされている。内容指示型は、生命維持治療の中止／差
し控えと終末期に希望する治療を指示するもので、いわ
ゆるリビング・ウィル（Living Will――以下 LW）で
あり、代理人指示型は、自己に代わって意思決定／代行
するための代理人を指示するものである（服部，2004）。
また、服部（2004）は LWについて「死ぬ権利を擁護
する団体で活躍する弁護士が『患者が重症の意識障害に
あり、本人の精神的、身体的能力を取り戻すことができ
ないならば医学的治療をやめるべき』とし、それを指示
するための文書として提案したもの。患者はすでに『自
己決定権』として希望しない治療を拒否する権利を保障
されていたのにもかかわらず、生命維持治療の場合、医
師が専断的に行っていたことがある。それに抗する手段
として誕生した LWが、ADの起源とされている」註 1）

と述べている。これは、“尊厳ある死”について自己決定
権を行使し、“自分で決めること”を主張する考え方から
生まれたものとも言えるだろう。
　また、アメリカで LWは ADよりも先に法制化され

たが、たとえ LWを作成したとしても、本人が記載さ
れた内容について説明することができなくなった時に法
に基づき実施できないという問題が生じたため、意思疎
通ができなくなった患者の意思を代弁する代理人を指名
することが検討された（足立ら，2015）。これが、AD
が 2つの型に分かれている背景である。
　このように、アメリカの医療現場での実例や裁判の結
果に鑑みて法制化された ADであったが、実施率や作成
率は低いことが問題として上がってきた。服部（2004）
は、「1989年から 1991年にかけて行われた ADs（AD
と同義）の実態調査によると、ADsの文書の所持率は、
入院患者の 21％であり、そのうちの 7％が内容指示型
だけを、9％が代理人指示型だけを、5％が双方の指示
型を所持していた。また、医師や看護者が患者のカルテ
に ADs所持を記載したケースは 735人中 45人だけで
あり、医療者側の ADsに対する認識の不十分さも浮き
彫りになった」註 2）と指摘している。
　このような状況にあった ADの医療実践上の問題とし
ての指摘を丸藤（2019）は、「①法整備にもかかわらず
国民が事前指示の意義を理解していない、②自己決定を
反映させる具体的作成方法がよく分からない、さらには
遠い将来の医療上の決定を非専門家である国民が作成す
ることは容易ではない、このため記述内容が拙劣あるい
は非現実的である、③患者の意思・自己決定は年月とと
もに、そして病状の変化にともない大きく変化するが、
その変化を具現化できない、④医療従事者が事前指示書
の存在を確認できない、⑤医療従事者が終末期医療およ
び事前指示活用の十分な教育を受けておらず患者の意思
を医療・ケアに反映できない」註 3）と整理している。ま
た足立ら（2015）は、「本人が ADに記載したい内容は、
最期の日々をどのように過ごしたいかといった患者の価
値に関する情報であり、医療者が知りたい情報とは相違
がある」ことや、「患者の代理人観と代理人自身が考え
る行うべき役割の間の相違」註 4）といったことも、AD
の実施率や作成率が低い理由として指摘されていると紹
介している。
　その中で、AD実施の改善策として提案あるいは試み
られてきたものを、足立ら（2015）は、「①患者、家族、
医療者が話し合いをする上で、意思決定を共有する努力
をすること、②話し合いは、治療選択に限定したものと
せず、患者の関心事や懸念、ケアの目標、価値観を明確
にする内容であること、また何度もフォローアップして
更新すること、③ ADの記載内容は、意思決定を行う場
合の推論や解釈をするための基礎情報として柔軟に扱う
こと、④将来の意思決定に合意するために、変更可能で
プロセスを重視する方法論を採用すること」の 4つにま
とめている。
　足立ら（2015）は、これらの 4つの改善策から「患
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者を取り巻く関係者による話し合い」「話し合い内容の
多様性」「話し合いの継続」「話し合いの更新性」を具体
的な手続きとして挙げている。また、そのすべてに「話
し合い」という手続きが含まれており、充実した「話し
合い」を継続して行うには「関係者間の信頼関係の構
築」が必要となるとし、これら 5つの手続き及び要素を
ACPの構成要素としている。
　このように、アメリカにおいて ADの改善策として生
まれたのが ACPの考え方である。ACPの定義はそれ
ぞれの国によっても異なるが、「話し合いのプロセス」
という点については共通していることが特徴であり、
ACPは ADの実施に向けた試行錯誤の取り組みの中か
ら生まれたものと考えられる。このような ACPの成り
立ち、歴史的な背景をしっかり理解したうえで ACPを
活用しなければ、アメリカが ADを法制化した時と同じ
課題に直面することは避けられない。まさに、公立福生
病院での問題も、その課題に直面したものと考えること
ができるだろう。

　（2）ACPの成り立ちから考える「自己決定」と「意
思決定」の理論構造

　ここまで、自己決定権から派生した ADや、その改善
策として生まれたACPの概念について整理してきたが、
それにより「自己決定」と「意思決定」の理論構造が概
念的に示されたと言えよう。すなわち、「自分で決める
こと・決めたこと」という視点が自己決定の理論構造で
あり、「本人との関係性の中で語られること」という視
点が意思決定の理論構造となる。そう考えると、自己決
定は尊重され得るものだが、意思決定はそこまでのプロ
セスが重要なのであり、そこに支援が求められる場合が
あると言えるだろう。
　この理論構造の整理により、ACPの考え方の根本と
してあるのは “尊厳ある死” すなわち “終末期医療” を自
分で決めることではなく、「関係性の中で表出される “本
人の語り” を基本として見えてくる “本人が望む生活”の
実現」（本論文ではこれを “尊厳ある生” と呼ぶこととす
る。）という視点であると言える。つまり、“尊厳ある生”
に向けた支援を “意思決定の支援” として捉えていくの
が自然であり、これが本来の ACPの考え方だと考えら
れる。
　しかし、日本において ACPを取り上げていくと「人
生会議」というキャッチフレーズに代表されるように、
「終末期の医療に関する意思決定」ということがクロー
ズアップされてしまう。それにより、“尊厳ある死”つま
り、“自己決定権（自己責任論）” を彷彿とさせる概念と
して取り上げられるのである。本来の ACPの成り立ち
から考えれば、「終末期の医療の在り方」へのアプロー
チとして捉えるのではなく、“尊厳ある生”に向けた意思

決定の支援の方法・手段として捉えていくべきである
が、日本には ADという制度はなく、ACPという考え
方が先行して取り入れられたことで、「終末期の医療」
に関する “自己決定権” という部分に焦点が当てられ、
議論されることが多いのが現状だと言えるだろう。
　
（3）“自己責任論”を生む “自己決定権”
　ここまで、ACPの成り立ちから「自己決定」と「意
思決定」の理論構造の違いについて明らかにし、日本に
おける ACPの問題点を指摘してきた。本来、「意思決
定」の概念を持つ ACPは “尊厳ある生”に向けた意思決
定のプロセスに対する支援であると言えるが、日本にお
ける ACPの捉え方からは “尊厳ある死” という “自己決
定権（自己責任論）”を彷彿とさせることを述べてきた。
　このように、昨今「自己決定」の考え方に “責任” と
いう概念が付いてまわるようになってきている。これ
は、「自己決定の尊重」あるいは「意思決定の支援」を
検討するにあたり重要な概念となると考えられる。「自
己決定」が「自己責任」という概念を包含して使われて
いくことに危惧しなければならず、ソーシャルワークの
在り方として意思決定の支援を検討するにあたっては紐
解いていかなければならないことを示している。
　小松ら（2020）は、2004年 4月のイラクへの自衛隊
派兵を発端とする、日本人の人質問題で政府が提示した
自己責任論について、「国家や支配権力が、基本的に
人々を強制したいと考えている事実の裏返しの表現にす
ぎない。自己決定をするのなら、自分で責任をとれとい
う、身も蓋もない態度の裏側には、文句を言わずに言う
ことを聴けという、国家の冷徹で傲慢な態度が透けて見
える」と述べ、「自己決定権が自己決定を妨げる」と批
判している註 5）。
　このような批判からは「自分の意思で自己決定をした
のだから（自己決定権を行使したのだから）、その行為
の責任は自分自身で負うべきだ」という構図を生み出し
ていることがわかる。
　繰り返し述べるが、公立福生病院の問題は「治療の中
断は本人が選択（意思決定）した『治療方針』として捉
え（自己決定を尊重し）、“尊厳ある死”（自己責任）と
して “意図しない死” に追いやった」事例であり、これ
は “自己決定権” をめぐる “自己責任論” の問題であった
と理解することができるだろう。つまり、自己決定を権
利として尊重することにより、“意思” という概念が切断
の効果をもって作用し、そこに自己責任論が生まれると
いう構図になっていることが見えてくるのである。
　このように考えていくと、議論はカント主義から派生
する “自律” の概念からみた “自己決定” の概念の検討に
移っていく。またここから併せて議論していくことにな
るのは、ケアの倫理についてである。ケアの倫理学で
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は、その構図をある意味批判していると言えるためであ
る。

　 3．“自律” の概念の変化から見た「自己決定の尊重」
の意義

　（1）“自律” を目的とした正義論の批判：カント哲学か
らケアの倫理の視点へ

　ソーシャルワークを学ぶ者、あるいはその実践者は、
「自己決定の尊重」と聞くと、バイステック（Biestek.
F.P）の『ケースワークの原則』を思い起こすことが多
いであろう。山本（2014）は、日本においてこの『ケー
スワークの原則』は「バイステックの 7原則」と呼ば
れ、他に類を見ないほど汎用されてきた実践理論である
と述べ、我が国の社会福祉教育や実践現場にも浸透して
いると言えるとしている。さらに、山内（2021）も、
社会福祉の対人援助や相談支援等を学ぶテキストに、必
ずと言ってよいほど掲載されていることを指摘する。
　Biestek.F.P (1957）は、その第 6の原則に「クライ
エントの自己決定を促して尊重する（クライエントの自
己決定）」を挙げている。ここでは「1920～30年のあい
だに、クライエントがケースワークの決定や選択の過程
に積極的に参加する権利とニードをもっていることが広
く認められるようになっていった。この認識は、すべて
の人は生まれながら自由に行為することができるという
信念から生まれたものであった」註 6)とした上で、「す
べての人間と同じように、クライエントは独自に人生の
目標を設定して彼の人生を生きる責任を持っている。ま
た、いかなる責任にも、それにふさわしい権利がともな
うわけであるから、クライエントも彼独自の運命をまっ
とうする適切な手段を選んで決定するという、他人に譲
ることのできない基本的権利を創造主から与えられてい
る」註 7)としている。つまり、ここでの「自己決定」を
尊重する目的は、「基本的人権を得るための責任を果た
すため」と解釈することができる。このことは、既に衣
笠（2009）や石川（2011）らの先行研究において整理
されているが、この時代背景にあるカント哲学から派生
する “自律” の考え方によるものであると考えられる。
　蓮尾（2010）はカント哲学について「道徳性や善の
根拠を、人間の意志（以下、“意思” とする）の自律のう
ちに求める」とし、「道徳法則を選択する意思は自律し
た純粋意思でなければならないので、私たちが義務の意
識に基づいて行為するということは、自らの意思が自律
したものであるとみなすことに他ならない。意思が自律
しているならば、私たちは自由に行為を選択できるはず
である。このようにして、カントは人間が自由の能力を
持つことを証明しようとする」註 8）としている。また、
衣笠（2009）は、カント哲学を継承し、「正義論」で知

られるロールズについて言及しており、「『尊厳』の基礎
であるところの自律能力の欠如は、本人の『能力あるい
は努力の欠如』が原因であり、そのようなものには『尊
厳』を認めることはできず、基本権・自由を保障する必
要がないと主張している」註 9）と述べている。そのため、
Biestek.F.P（1957）の原則 6の中では、責任を十分に
果たせないクライエントの場合、つまり、自己決定能力
が不十分な場合にはその自己決定に制限をかけることに
なるのである。
　しかし昨今は、このカント哲学から派生する “自律”、
とりわけ、ロールズの正義論に批判的な視点を持った考
え方が示されている。それが、ケアの倫理から見た正義
論である。“自己責任論”をめぐる問題を回避するために
は、このように当たり前に捉えられてきた “自律” や “自
己決定権” の考え方、すなわち “正義論” を批判的に見て
いくことが必要となるだろう。

　（2）“責任”を問われない「自己決定」の在り方への視座
　キティ（Kittay）、は “自律” の概念、すなわち正義論
について「自律的な個人というのは、そもそも常に依存
者の問題を他者に押しつけることのできる特権を持った
男性が創りあげた虚構であるという事実を照らし出す。
依然として平等が個人の自律にもとづくと考えられる限
り、単純に平等を要求するにせよ、男女平等を要求する
にせよ、包摂を求めながら、同時に排除を生み出すこと
になる」註 10）と指摘している（Kittay, 1999）。
　女性の平等を求めてきたフェミニストたちは、差異か
平等かと論じてきたが、議論はそこには留まらない。女
性の権利を主張し、性役割を否定するだけでは、「女性
のライフスタイルの選択の自由」に結論は落ち着いてし
まう（キティら，2011）。そうなれば、子どもを産むも
育てるも女性の自由とされ、女性の自己決定の権利に視
点が当てられ、自己責任とされてしまうのである。女性
はケアの担い手であることが多いため、平等という自由
は得たものの、結局はどの選択をしてもその責任は自分
で負わなければならない。これは本来的な “正義” とは
言えないだろう。
　その正義論を批判するケアの倫理では、「他者を支え
ケアし育む」という活動を「依存」という “人間の基本
条件によって不可避となる活動” としての位置づけを与
える。そして、「依存」あるいは「依存労働」そのもの
を人間の基本的条件とすることで責任の所在を問わない
構図を創り出した。
　Kittay（1999）は、「依存批判」という言葉を用いて、
ロールズの正義論を批判する。キティら（2011）は、
Kittay（1999）の著書を元に、「ロールズの正義論は、
その出発点に『すべての人が正義の原理を尊重する能力
と、全生涯を通じて十分に社会的協働が可能な成員であ
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る』という理念化をおいている。その結果、『依存』と
いう事実が、『正義という公的領域』において考慮する
必要がないように理論化されている」と論究したうえ
で、まず「依存」を “基本的な人間の条件” としてみな
すべきであると主張する。これを「依存批判」と呼び、
「依存」を人間の基本的条件と見ないことによって、依
存者（生命の維持を他者に依存している者）の生命維持
のために「被保護者の安寧の責任を負う活動」を行う
「依存労働者」も、あたかも「個人の自由な選択」であ
るかのように位置付けられることになるという。また、
このような議論では、問題の焦点が女性の性役割に向け
られ、「どんな生き方をしても自由」「子どもを産むのも
産まないのも個人の選択」というような議論に行きがち
であったと指摘し、そのことから、「単に自らの責任に
おいて『自由な人格』足り得ないものとして（依存者や
依存労働者を）切り捨てることは、『正義』と言えるの
であろうか」註 11）と批判するのである。
　また、スロート（Slote）もケアの倫理について検討
する中で、カント主義者が主張する自律について「人間
は理性的な存在として自律している（もしくは道徳的価
値や尊厳を備えている）がゆえに、私たちは人間を尊重
する義務を負っている。したがって、カント主義者は、
個々人に対する尊重を、その人の自律の尊重という次元
で捉えることになる」註 12）と述べる。そして、ケアの
倫理学の視点では、その順序が逆になると指摘する
（Slote, 2007）。ケアの倫理学において、共感を中心に
据えた感情主義的な観点から、社会的抑圧に対する批判
的態度を備えた人間尊重論と関係的自律論の構築が試み
られたとされている。
　このように、ケアの倫理学の視点から “自律” あるい
は “正義” を捉えると、これまで当たり前に考えられて
きた、自由を根幹とする正義論が批判され、依存あるい
は共感という視点がクローズアップされるのである。そ
のことは、「自己決定」という文字のとおりに “自分で
決めること” に意味を持つのではいということを示して
いる。さらに言えば、決めたことに対する責任の所在も
曖昧になるということを示していると言えよう。
　しかし、昨今は “自己決定権” という概念が人々の権
利として優先的に捉えられ、自己責任論が自己決定の上
位概念として働いている。このことが、ソーシャルワー
クにおける「自己決定の尊重」という倫理を迷走させる
原因になっていることは否定できない。そしてまた、
ソーシャルワーカーが倫理的ジレンマに陥る原因になっ
ているとも言えるだろう。

　（3）“自律” から切り離された「自己決定の尊重」：自
己決定理論の視点から

　ここまで、「自己決定」の尊重を考えるために大事な

視点となる “自律” という概念を、正義論と、それを批
判するケアの倫理の視点から整理してきた。それによ
り、ケアの倫理から見た “自律” の考え方から、新たな
視点が生まれることで、「自己決定」できる人が “自律”
をしているという考え方が批判されたと言えよう。そう
なると、これまで当たり前に捉えられていたソーシャル
ワーク倫理における「自己決定の尊重」の考え方は、あ
る意味批判されたと言えるのではないだろうか。“自律”
した人の権利としてある「自己決定」を尊重する、つま
り、ただ “自分で決める” ということだけが支援の目的
にはならないということになる。ここまで整理されると
次に、私たちは何のために「自己決定」を尊重する必要
があるのかということを改めて理論的に考えていかなけ
ればならないことになる。
　そこで、再度『ケースワークの原則』（Biestek.F.P, 
1957）の第 6の原則「クライエントの自己決定を促し
て尊重する（クライエントの自己決定）」に立ち返るこ
とが必要となる。これまでの “自律” の概念が浸透して
いる中では、これまで当たり前に考えてきた「自己決
定」についての原則として捉えてしまう。先に述べたよ
うに、実際に Biestek.F.P（1957）は自己決定の制限に
ついても述べており、“自律” や “責任” としてある「自
己決定」について、多く述べている。
　しかし、Biestek.F.P（1957）は、クライエントの自
由、すなわち自己決定を尊重することは、責任を果たす
という目的だけでなく、「ケースワーク・サービスの効
果を高める上で必須の要件である」としていることに気
づくこともできる。「決定や選択の過程に積極的に参加
する権利とニードを持っている」という認識は、民主的
な生活の概念が育ててきた「人は生まれながら自由に行
為することができる」という信念から生まれるだけでな
く「クライエントが自分で選択し決定したときにだけ、
ケースワークは効果をあげることができるという具体的
かつ経験的な観察によって確認されたものであった」と
しているのである註 13）。
　ここでは、経験的に、つまり感覚的に述べられている
ように思われるが、このことは、自己決定理論に繋がる
考え方であると捉えることができる。
　自己決定理論とは、心理学における動機付けの研究の
一つであり、行動を起こす理由や目標の違いによって、
モチベーションの種類を区別する理論である。基本的な
区別として、本質的に興味や楽しみがあるために何かを
するという内発的動機付けと、分離可能な結果をもたら
すために何かをするという外発的動機付けがある（Deci 
& Ryan, 2000）。この理論は人が成長するために自律性
（自由で自分の意思を感じたい）、有能性（効果的である
と感じたい）、関係性（他人と密接につながりたい）を
求め、必要としている基本的な心理的欲求の考え方とさ
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れている（Lagault.L, 2017）。この 3つの欲求が満たさ
れた場合には、自己動機付けと精神的健康が向上し、妨
げられた場合には、動機付けと幸福感が低下するとされ
ている（Deci & Ryan, 2000）。
　この動機付けやモチベーションの向上が、Biestek.F.P
が感覚的に述べている「ケースワークの効果」に繋がっ
ていると言えるだろう。この理論を応用するとすれば、
クライエントに対する自己決定を促す支援は、本人の
“尊厳ある生” に向けた動機付けを高めていくことに繋
がっていくと考えられる。
　ここで注意したいのが、“自律” という言葉についての
捉え方の違いである。自己決定理論では、基本的人権を
護るため、つまり “自律” した人間を目指して「自己決
定」をするのではないことを示している。自己決定、す
なわち、自分で自分のことを決めることが自律性を高め
ていくことを示しているのであり、“尊厳ある生”に向け
た効果的な手段となる。そのことからは、「自己決定」
を尊重することは、ソーシャルワーカーの態度・姿勢と
して求められるものであると理解できるだろう。
　ここで重要となるのは、自律性だけでなく、有能性や
他者との関係性を高めることもまた動機付けすなわちモ
チベーションにつながるということである。これはケア
の倫理にある “依存” あるいは “共感” につながる部分で
もあり、Kittayの言う「依存は自律（自立）に対比する
形だけではなく、孤立に対比する形でも用いられる」と
いう点（キティら，2011）が、自己決定理論の中でも
述べられていると考えられる。つまり、一人で決める
（自己決定）のではなく、関係性の中で決めていくプロ
セス（意思決定）に効果があることが理論的にも明らか
だと言えよう。それこそが、「自己決定」を尊重するこ
とや、「意思決定」を支援していくことの必要性と捉え
ることができるのである。

　 4．バイステックの 7 原則の再解釈

　ここまで、“自律” の考え方の変化から、ソーシャル
ワークの倫理基準としてある「自己決定の尊重」につい
て検討してきた。そして、ソーシャルワークを学ぶ者、
あるいはその実践者に当たり前に浸透している Biestek.
F.P（1957）のケースワークの第 6の原則「クライエン
トの自己決定を促して尊重する（クライエントの自己決
定）」について取り上げた。そこでは、基本的人権を得
るための責任を果たすために「自己決定」を尊重するこ
とが原則として示されており、その自己決定能力が不十
分な場合には制限がかかるとされているが、これはカン
ト哲学から派生する “自律” や “正義論” を前提とした時
代背景から述べられたものであると言える。
　しかし、この考え方がケアの倫理において批判された

ことを受け、ソーシャルワークの倫理としてある「自己
決定の尊重」の必要性について再検討を行った。その結
果、自己決定理論の応用により、「自己決定の尊重」は
“尊厳ある生”に向けた効果的な手段であり、そのために
は意思決定の支援が必要に応じて行われることが示され
た。つまり、「自己決定」の尊重は、ソーシャルワー
カーの態度・姿勢であると言えると同時に、その一連の
プロセスを保障することだとも言えるだろう。そして、
Biestek.F.P（1957）はそのことをこれまでのソーシャ
ルワーカーとしての経験則からその必要性について「感
覚的」に述べているのである。
　ここまでの作業は、「バイステックの 7原則」は、時
代背景が変わり、現代にある倫理や思想から、かけ離れ
てしまったことを示したのではない。私たちが「バイス
テックの 7原則」を解釈するにあたり、一つ一つの原則
に囚われすぎてしまっていることを示してくれたと言え
よう。そのことを、改めて Biestek.F.P（1957）の
『ケースワークの原則』を読み解き、整理していきたい。

　（1）援助関係の形成：「バイステックの 7原則」を用
いる目的

　「バイステックの 7原則」と聞くと、いわゆる 7つの
原則一つ一つを想起する人が多いと思われるが、
Biestek.F.Pはその著書の中で、ケースワークにおける
援助関係の本質について述べている。
　援助関係については「ケースワーカーとクライエント
とのあいだで生まれる態度と情緒による力動的な相互作
用である。そして、この援助関係は、クライエントが彼
と環境とのあいだにより良い適応を実現してゆく過程を
援助する目的をもっている」と定義し、その援助関係を
形成する目的について「ケースワーク過程全体の目的の
一部分である」としている註 14）。そして、援助関係を形
成することによって、当面のケースワークの目的を達成
することができると述べている。この援助過程の形成に
必要となるのが、いわゆる「バイステックの 7原則」で
ある。
　ソーシャルワークを学ぶ者は、“ケースワーク”の原則
として、1～7の原則一つ一つを覚えるという経験をし
た者も多いのではないだろうか。例えば、事例を用いな
がら、「これは何の原則を用いているか」という問いを
受けたことのある者も多いだろう。このような経験か
ら、ソーシャルワークの実践者にとっても “ケースワー
ク” の原則という言葉だけでその本質を解釈し、原則の
名称だけで内容が理解されてしまうことがしばしばある
ように思われる。しかし、Biestek.F.Pが述べる本質は、
はケースワークにおける “援助関係を形成するため” の
原則であり、7つの原則を達成することで援助関係が形
成されていくと理解する必要がある。現に Biestek.F.P
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はそのことを第 1部の「ケースワークにおける援助関係
の本質」部分で述べている。
　さらに言えば、各原則の説明をする章の中でもそのこ
とを示す文章が散見される。例えば、原則 2の「クライ
エントの感情表現を大切にする（意図的な感情の表出）」
では、「ケースワーカーがクライエントの感情表現を大
切にするとき、その目的は感情表出それ自体にあるわけ
ではない。援助が目的である。クライエントの受け止め
て欲しいとか、一人の個人として迎えられたいなどの
ニードに応えることが目的である」としている註 15）。ま
た、原則 4「受けとめる（受容）」では、「クライエント
を受け止める行為や態度の目的は、援助を目指すこと、
問題やニーズをかかえるクライエントを援助することで
ある。（中略）クライエントを受け止める行為の目的は
援助である」註 16）としているのである。
　これらのことからは、原則 6についても「クライエン
トの自己決定を促し尊重する（クライエントの自己決
定）」という原則そのものが目的として意図していない
ことは明らかとなる。Biestek.F.Pが、「クライエントが
調査や診断、あるいは治療の過程に安心感をもって、ま
た効果的に参加してゆけるような雰囲気や環境を援助の
なかにつくること」を、援助関係を形成する当面の目的
とも述べているように、クライエントの自己決定を促し
尊重することもまた、そのこと自体が目的ではなく、ク
ライエントが支援の過程に安心して参加できるためのプ
ロセスとして用いるべき手法であるということである。
このことは、先に述べた自己決定理論に裏付けられるよ
うに、自分で決めていくという過程を踏むことが、“尊
厳ある生” に向けた要素になるからであろう。クライエ
ントの自己決定に限ったことではないが、Biestek.F.P
はそのことを情緒と態度による力動的な相互作用と述べ
ているのである。

　（2）クライエントの潜在的ニードに対する「自己決
定」の尊重

　Biestek.F.P（1957）は、ケースワークにおける援助
関係の本質の中で、「彼らの情緒や態度の基本的傾向は、
心理・社会的な問題をかかえるクライエントが共通に
もっている人間としての基本的な七つのニーズから生じ
ている」と述べている。そしてこれらのニーズは直接言
葉で表現されることはあまりないとされ、「クライエン
トの内部に存在しているさまざまな情緒がケースワー
カーの情緒を刺激し、二人のあいだで力動的な相互作用
が始まる」註 17）としている。
　このことを前提とするならば、自己決定についてもク
ライエントの潜在的ニードとしてあるものであると認識
すべきものであり、まずは “自律” のための手段ではな
いということを前提としていることが言える。
　また、Biestek.F.P（1957）は、この力動的な相互作
用について、少なくとも三つの方向性を持っていると述
べている。第一の方向は「クライエントからケースワー
カーに向けて発信される相互作用」、第二の方向は「ケー
スワーカーからクライエントに向けられる相互作用」、
第三の方向は「ふたたびクライエントからケースワー
カーへ向けて発信される相互作用」であるとしている。
そして、援助関係の分類軸としてこれらの 3つの方向の
相互作用と 7つの原則をもって示している（表 1）。
　表 1の整理からは、クライエントが人間として持つ基
本的なニードに応えるために、1～7の原則があるとい
うことが理解できよう。そしてそれは、ケースワーカー
とクライエントの援助過程の中で行われる様々なやり取
りによって力動的に作用していくのであり、その相互作
用によって援助関係が形成されていくということであ
る。それは、あくまでクライエントを援助していくこと
を目的として行われることが前提なのである。

表 1　援助関係における相互作用の分類

第1の方向：クライエントのニード 第2の方向：ケースワーカーの反応 第3の方向：クライエントの気づき 各原則の名称

一人の個人として迎えられたい

ケースワーカーはクライエントの
ニーズを感知し、理解して、それら
に適切に反応する

クライエントはケースワーカーの感
受性を理解し、ワーカーの反応に
少しずつ気づきはじめる。

個別化

感情を表現し解放したい 意図的な感情の表出

共感的な反応を得たい 統制された情緒的関与

価値ある人間として受け止められたい 受容

一方的に避難されたくない 非審判的態度

問題解決を自分で選択し、決定したい クライエントの自己決定

自分の秘密をきちんと守りたい 秘密保持

（Biestek.F.P（1957）を参考に筆者が作成）
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　 5．ソーシャルワーク倫理「自己決定の尊重」の再考

　Biestek.F.P（1957）は著書の最後（要約）に、「本書
の後半の各章では、援助関係を形成する際の七原則をそ
れぞれに分けて論じた。しかし、これらの原則は、いず
れもクライエントが強く求める基本的ニーズを重視する
考え方から生まれた原則であり、力動的な相互作用にお
ける三つの方向を内に含んだものである。（中略）いず
れの原則も互いに関連するものであり、概念として論じ
るという事情があるために分けて記述したにすぎない」
註 18）と述べている。
　このことは、7つの原則を、一つ一つ個別の概念とし
て理解するのではなく、クライエントが持つ基本的な
ニーズにケースワーカーが応答するための態度・姿勢と
して統合的に理解する必要性を改めて示したと言えるだ
ろう。
　昨今、様々な分野で意思決定の支援に関するガイドラ
インが制定されている。そのガイドラインが示す支援
は、クライエントの “決定・結果” が重視される場合が
多い。その支援は目的がはっきりしており、また、「意
思決定の支援」という “心地のよい言葉” が先行するこ
とにより、支援が円滑に進んでいるように感じることも
あるだろう。しかし、それを目的にした結果、その “決
定・結果” の責任もクライエントに委ねる支援にするこ
とができ、最終的には “自己責任論” に転じてしまう危
険性も秘めているのである。
　「自己決定の尊重」はソーシャルワークの倫理として
あるものであるが、私たちはそれ自体を目的に支援を考
えていくことに違和感を覚えなければならない。さらに
言えば、なぜ自己決定を尊重するのかということに自覚
的でなければならない。
　本来ソーシャルワーカーは “尊厳ある生” に向けて援
助にあたることは揺るがない事実である。そのために、
本人にとっても効果的に作用する「自己決定」を尊重す
ることに意義があるのであり、それこそがソーシャル
ワークの倫理と言えるだろう。そして「自己決定の尊
重」の倫理に基づき支援を行っていくためには、その手
段として “意思決定の支援” が必要となるのであり、そ
のためのソーシャルワークの理論と方法を検討していく
ことが急務となる。

6．今後の課題

　本論文では、ソーシャルワークの倫理としてある「自
己決定の尊重」を、自己決定を構成している “自律” の
概念を正義論やケアの倫理学から紐解いた上で、
Biestek.F.Pの『ケースワークの原則』に立ち返り検討
してきた。Biestek.F.Pの時代背景から考えれば、この

原則におけるソーシャルワークの目的はカント主義にお
ける “自律” に向けた支援であることは否めないが、そ
の中にも垣間見える、“援助関係の形成”というキーワー
ドを手がかりに、原則の再解釈を試みた。しかし、今後
は、その時代の背景やソーシャルワークの立ち位置を捉
えたうえで、現代にも通ずる原則の再解釈が必要となる
と考える。
　一方で、Biestek.F.P（1957）の『ケースワークの原
則』は、ソーシャルワーカーのバイブルであると言って
も過言ではないが、ソーシャルワークを学ぶ者や実践者
に Biestek.F.Pの言う本質が理解されないまま、その原
則のみが独り歩きしていることも否定できない。その原
則の誤った解釈は、クライエントの権利やニーズに応答
できない支援を促すだけでなく、クライエントの権利を
侵害してしまう可能性をも秘めている。
　そのことからも、今後は「自己決定の尊重」の一連の
プロセスとして保障されるべき、“意思決定の支援”につ
いて検討することが必要だと考えている。そのためには、
人の “意思” あるいは “自由” とは何かということを紐解
いたうえで、意思決定の支援に関するソーシャルワーク
の理論を検討していくことを今後の課題としたい。
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　Ⅰ　研究の背景

　近年、保護者からの虐待等を理由に実親とともに生活
できない要保護児童は約 45,000人いる（厚生労働省
2022）註 1）。2016年の児童福祉法改正にて、要保護児
童は「家庭における養育環境と同様の養育環境において
継続的に養護するよう必要な措置を講ず」と示された。
「家庭における養育環境と同様の養育環境（以下、家庭
養護）」とは、養子縁組（特別養子縁組含む）、里親、小
規模住居型児童養育事業（ファミリーホーム：以下、
FH）を指している。しかし、先進国を中心とした一部
の欧米オセアニア諸国において里親等の家庭養護への委
託率は 50％～90％程であることに対して、日本におけ
る里親等委託率は 22.8％である（厚生労働省 2022）註 2）。
　このような状況を改善するため、2008年の児童福祉
法改正時には、里親を拡大した形で一般住居にて委託児
童が 5～6名である FHが創設され、現在は、里親と同
様に家庭養護と位置付けられている。そして、「新しい
社会的養育ビジョン」（新たな社会的養育の在り方に関
する検討会 2017）註 3）においては、里親、FHへの委託
率向上が掲げられ、特に乳幼児は今後施設への措置を原
則禁止する旨が示された。そのため、今後は FHへの委

託は増えることが予測される。FHは第二種社会福祉事
業（以下、事業）のため、5～6名の多人数養育の場で
あることや、児童養護施設等の法人が養育者を雇用して
開設することができる。そのため、児童養護施設のグ
ループホームである「地域小規模グループケアとファミ
リーホームの違いが不明確ではないか」（みずほ情報総
研株式会社 2016:3）註 4）や、「『ファミリーホームは里親
なのか、施設なのか』という疑問を感じる人」がいる
（伊藤 2016:118-119）註 5）という指摘からも、FHを家
庭養護と位置付けることに課題が生じている。

　Ⅱ　用語の定義

　 2009年に国際連合（以下、国連）で採択された「児
童の代替的養護に関するガイドライン」を元に 2012年
1月の「第 13回社会的養護専門委員会」において、里
親、FHを「家庭養護（family-based care）」、児童養護
施設等の地域小規模児童養護施設・分園型グループホー
ム、本体施設の小規模化を「家庭的養護（family-like 
care）」と定義し、これらを「家庭的養護の推進」とし
ている（社会的養護専門委員会 2012）註 6）。この以前は、
里親、FH、児童養護施設等の小規模化も合わせて「家

（査読論文）

抄　　録

　本研究は、小規模住居型児童養育事業（ファミリーホーム :以下 FH）が、家庭
養護として位置付けられることへの課題の背景を明らかにすることを目的とし、 
厚生労働省の審議会の議事録等に着目して分析を行った。結果、施設の小規模化
等が検討される中、「里親ファミリーホーム」の支援を目的に事業化された形で
FHが誕生し、2011年まで養育の質の検討よりも量的な拡大が優先的に検討され
た。そのため、FHを家庭養護と位置付けることに課題が生じていた。

キーワード：ファミリーホーム、家庭養護、事業化

小規模住居型児童養育事業（ファミリーホーム）を
家庭養護として位置付ける課題の背景
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庭的養護」という表現が一般的であった（図 1）。

　そして、2016年の児童福祉法改正の通知文（「児童福
祉法等の一部を改正する法律の公布について（通知）」
（雇児発 0603第 1号））において、FHは里親、養子縁
組と共に「家庭における養育環境と同様の養育環境」と
された。なお、現在の家庭養護の範囲には養子縁組も含
まれるが、本研究においては FHを中心に取り扱うため、
戸籍上の親子関係を結ぶ養子縁組には触れない。

　Ⅲ　研究の概要

　 1　本研究の目的と方法
　本研究の目的は、FHが家庭養護として位置付けられ
ることへの課題の背景を明らかにすることである。研究
の方法として、FHの制度・政策上の変遷を厚生労働省
の社会保障審議会児童部会における委員会等の議論や会
議資料に着目して分析を行った。分析した資料は、FH
の審議が開始される 2003年の「社会的養護のあり方に
関する専門委員会」から、2016年の児童福祉法の第 3
条の 2に基づいた家庭養護に関する解釈を示した「新し
い社会的養育ビジョン」註 7）の作成を行った 2016年～
2017年の「新たな社会的養育の在り方に関する検討会」
までを中心とした。これを範囲とした理由として、FH
法定化以前の委員会の議論の内容は FH法定化に深く関
連している。FH法定後の議論は、日本の家庭的養護の
推進等に関する具体的な数値を盛り込んだ「社会的養護
の課題と将来像」や「新しい社会的養育ビジョン」に繋
がっているためである。また、議論の内容は、社会的な
背景を踏まえた社会的養護に関する制度・政策改正の方
向性とその根拠となる問題意識が構成する委員の多様な
考え方も踏まえて検討されている。

　 2　倫理的配慮
　本研究で取り扱う文献は、既に公開されている情報を
元に分析を行う。そのため、倫理審査は不要と考えた。
ただし、「一般社団法人日本社会福祉学会研究倫理規定」
にしたがい、厚生労働省の審議内容に関しては特定の氏
名の記載は控えた。

　Ⅳ　ファミリーホームの特徴と家庭養護と位置付ける
上での課題

　 1　ファミリーホームの現状と特徴
　FHは、「福祉行政報告例」（厚生労働省 2010、2021）
註 8）註 9）によると年々増加しており、2009年度に FHは
49ホームであったが、2020年度は 427ホームと増加
している。
　次に、家庭養護である FHの特徴について「里親及び
ファミリーホーム養育指針」（厚生労働
省 2012）註 10）では、家庭養護の要件として以下の 5点
が示されている。①一貫かつ継続した特定の養育者の確
保、②特定の養育者との生活基盤の共有、③同居する人
たちとの生活の共有、④生活の柔軟性、⑤地域社会に存
在である。また、同指針においては「ファミリーホーム
における家庭養護」という項目が記され、「（FHは）里
親家庭が大きくなったものであり、施設が小さくなった
ものではない」、「養育者は、子どもにとって職員として
の存在ではなく、共に生活する存在であることが重要で
ある」等、FHが施設ではないことが示されている。
　しかし、FHにおける家庭養護の指針が示されている
が、FHを里親と同様に家庭養護と位置付けることには
課題が生じているため、里親と児童養護施設のグループ
ホームとの特徴を比較した（表 1）。里親と比較した違

図 1　「家庭的養護」と「家庭養護」の用語の整理
出所：厚生労働省（2012）第 13回社会保障審議会児童部会社会的養護専門委員会　資料 3－1
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いは、委託される児童数であり、FHは 5～6名の多人
数養育を行っている。その中で、被虐待児や何かしらの
障害を持つ児童の委託が多い（厚生労働省 2020）註 11）。
養育体制は、里親は原則夫婦で担うが、FHは基本夫婦
ではあるものの補助者を 1名以上配置し、計 3名以上
で養育にあたる。また、夫婦でなくとも単身の養育者が
補助者を 2名以上雇い FHを運営することも可能であ
る。そのため、FH全体の 20.9%は夫婦ではなく単身の
養育者である（日本ファミリーホーム協議会 2020）註 12）

註 13）。養育者への金銭的な支給について、里親は「里親
手当」のみが支給される。FHは、事業を運営する者と
して事務費の中から給与が支出され、民間施設給与等改
善費等も計上される。したがって、FHは家庭に児童を
迎え入れて養育を行うが、制度上は児童養護施設のグ
ループホームとの類似点がある。

　 2　ファミリーホームを家庭養護と位置付ける上での
課題

　FHの制度は、国の実施要項に基づいて都道府県・政
令指定都市で実施要項を定めているため自治体間の格差
が生じることが指摘されているが（日本ファミリーホー
ム協議会 2016a）註 14）、FHは法定化されて 10年程のた
め「ファミリーホームの研究については、散見される程
度である」（片山 2018:64）註 15）と指摘があるように、
先行研究は限られる。
　その中で FHは、多人数養育のため複数養育の委託、
子ども同士の関係性の調整が必要であるが（櫻井 2012）
註 16）、「虐待経験があり、障害を持つ、年齢が高い児童
と言う比較的難しい児童が委託される傾向」（園井
2017:89）註 17）がある。そして、事業運営する側面から、
補助者の確保、経理や事務処理負担が指摘されている

表１　ファミリーホーム・里親・児童養護施設（グループホーム）の比較

ファミリーホーム （養育）里親※ 1

グループホーム

地域小規模
児童養護施設

分園型小規模
グループケア※ 2

法定化 2008年 1948年 2000年 2004年

形態 家庭と同様の養育環境 良好な家庭的環境

位置付け 第二種社会福祉事業 個人 第一種社会福祉事業である
児童養護施設の一部

委託数 ５～６名 １名～４名※ 3 ４～６名 ４～６名

養育者条件

①養育里親経験 2年以上で 2
名以上の養育経験
②乳児院や児童養護施設等の
経験 3年以上　等

要保護児童の養育についての
理解及び熱意並びに児童に対
する豊かな愛情を有している
こと　等

専任は児童指導員
又は保育士

専任は児童指導員
又は保育士

体制

①夫婦基本とし，養育者 2名
＋補助者 2名以上
②養育にふさわしい家庭環境
が確保される場合，養育者
1名＋2名以上の補助者

夫婦
（単身者でも適切な養育が行
える場合は，認定しても差し
支えはない）

常勤2名＋その他の職員
（非常勤可）
【別途，加算により職員
を配置することができる】

常勤 1名＋管理宿直等
職員（非常勤可）
【別途，加算により職員
を配置することができる】

被虐待児 53.0% 38.4% 65.6%（児童養護施設）

障害等あり 46.5% 24.9% 36.7%（児童養護施設）

措置費等

主な事業費（一般生活費，学校に係る費用等）は共通

人件費や事務執行に係る経費
（事務費）の支給（現員払い）．
加算として「民間施設給与改
善費」等

里親手当の支給
人件費や事務執行に係る経費（事務費）の支給
（定員払い）．加算として「小規模かつ地域分散化
加算」「民間施設給与改善費」※ 4等

※ 1 「里親制度運営要綱」では，里親の種類は「養育里親」，「専門里親」．「養子縁組里親」，「親族里親」とあるが，この表で
は，里親の中でも委託されている児童の 8割程を占める「養育里親」を扱う．

※ 2 小規模なグループによるケアは，①本体施設の敷地内で行うものと，②本体施設の敷地外においてグループホームとし
て行うものがあり，②を「分園型小規模グループケア」という．

※ 3 里親の実子等が 18歳未満である場合 ,養育できる児童数は，実子等と委託児童合わせて 6名までとなる．
※ 4 「民間施設給与改善費」は，地方公共団体の運営する施設は対象外である．
出所：「里親制度運営要綱」，「小規模住居型児童養育事業（ファミリーホーム）実施要綱」，「地域小規模児童養護施設設置運営

要綱」，「児童養護施設等における小規模グループケア実施要綱」，「児童養護施設の小規模かつ地域分散化加算等実施要
綱」，「児童福祉法による児童入所施設措置費等国庫負担金について」，「児童養護施設入所児童等調査の概要（平成 30年
2月 1日現在）」を元に筆者作成
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（伊藤 2014）註 18）。FH実態調査報告書では、「（児童相
談所から）施設と同等の要求をされる」（日本ファミ
リーホーム協議会 2012:29）註 19）ことや、「養育者は、
子どもから開放される時間がとれない」、「ファミリー
ホームを始めてからは、事業、つまり仕事であると感じ
ていることに違和感が生じた」（ファミリーホームの設
置運営の促進ワーキンググループ 2014:44）註 20）と養育
者が自由記述欄に記載している。また、2015年実施の
調査（みずほ情報総研株式会社 2016:32）註 21）における
「ファミリーホーム運営における現状の課題と今後の方
向性」への自由記述では、「人件費、運営費、予算、補
助金の確保、見直し」に関する回答が最も多い。そし
て、 FH は「第二種社会福祉事業であるため、里親制度
よりも利用可能な行政サービスが比較的乏しい」（日本
財団 2020:20）註 22）と指摘されている。このようなこと
からも「FHを里親の職業化と捉えていることによる抵
抗感をもっている」（貴田 2019:274）註 23）という指摘が
ある。
　また、児童養護施設等の法人が養育者を雇用している
FHは、養育者が同居していないケースも確認されるこ
とから（日本ファミリーホーム協議会 2016a）註 24）、法
人型の 1形態が家庭養護の位置付けとなりえるのかと指
摘がされ（伊藤 2014）註 25）、「『家庭環境』とは言い難
いファミリーホームが存在するようになった」（新たな
社会的養育のあり方に関する検討委員会 2017:10）註 26）

と事業としての課題が指摘されている。

Ⅴ　厚生労働省におけるファミリーホームを巡る動向

　 1　ファミリーホーム法定化への動向
　FHが設置へと進む議論が開始された背景には、2000
年に「児童虐待の防止等に関する法律」が制定された後
も児童虐待は増加し続け、児童福祉施設の早急な対応が
迫られた（児童虐待の防止等に関する専門委員会 2003）

註 27）内圧的な要因と、1994年の児童の権利に関する条
約批准後、日本の施設養護中心に対して国連から改善を
指摘された外圧的な要因があった（日本ファミリーホー
ム協議会 2016b）註 28）註 29）。そのため、施設のケア形態
の小規模化や里親制度の拡充等に関して、3度の厚生労
働省設置の委員会等で審議された（表 2）。
　第 1回「社会的養護のあり方に関する専門委員会」で
は、厚生労働省の雇用均等・児童家庭局家庭福祉課長
（以下、厚労省児童家庭局）から、社会的養護の課題が
「大きな施設」か「里親」とで分かれていると説明が
あった 註 30）。そして、委員会報告書では、地域で家庭
的なケアを行うために、施設は「より家庭的な生活の中
での個別的なケアの提供を基本」とされ、里親に関して
は「里親によるグループホームといった工夫を図るこ
と」と里親制度の拡充等が示され、「地域化」「個別化」
「小規模化」を軸に新たな社会的養護形態の検討が進め
られていくこととなった（社会的養護専門委員会 2003）
註 31）。里親の多様化と施設の小規模化といった家庭的養
護の推進を検討する中で、東京都や横浜市等、一部の自
治体が独自に行っていた、委託児童 4名～6名を養育す
る「里親ファミリーホーム」註 32）に対する経費等の支
援を手厚くするための法定化への意見が当事者団体であ
る全国里親会からあり、「社会的養護のあり方に関する
専門委員会」へ法定化への要望書が提出された註 33）。
そして、次の「今後目指すべき児童の社会的養護体制に
関する構想検討会」では、「里親ファミリーホーム」の
制度的な位置付けを含めた「グループホームのあり方」
が検討された。検討会の報告書でもある中間とりまとめ
では「里親制度の拡充」、「施設におけるケア単位の小規
模化」等を検討することの他に、小規模なグループ形態
での住居・施設のあり方について制度的な位置付けを含
め、早急に検討するよう示された（今後目指すべき児童
の社会的養護体制に関する構想検討会 2007）註 34）。
　その 4か月後に開始された「社会的養護専門委員会」

表 2　ファミリーホームの法定化に向けた審議を行った厚生労働省の委員会・検討会

審議会・検討会 検討期間 ファミリーホームに関連した主な検討課題

社会的養護のあり方に
関する専門委員会

2003年
5月～10月
（全 8回）

・家庭的養護（里親・里親によるグループホーム等）のあり方について
・施設養護のあり方（ケア形態の小規模化等）　等

今後目指すべき児童の
社会的養護体制に関する

構想検討会

2007年
2月～5月
（全 9回）

・里親制度の拡充方策
・普及，啓発の具体策
・グループホームのあり方
・施設におけるケア形態の小規模化の推進方策  等

社会的養護専門委員会
2007年

9月～11月
（全 5回）

・小規模住居における養育事業の制度化
・同事業の社会福祉事業への位置づけ，質の担保等のための仕組み等
・同事業を実施する者の要件（里親や元施設職員等の養育経験者）等

出所：各委員会・検討会の議事録・配布資料を元に筆者作成
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では、特に第 4回委員会においてこれまでの専門委員会
等からの継続的な審議事項である「里親ファミリーホー
ム」を事業化するための制度的位置付けについて審議さ
れた。内容として、既存の「里親ファミリーホーム」の
支援を手厚くするために事業化を検討するが、事業とな
ると社会福祉法人等の運営が可能となり、夫婦を原則と
して養育にあたる規定を定められなくなることや、法人
と養育者の雇用関係が生じる際は、労働基準法の検討が
必要になる等、里親養育とは異なる点等について確認が
された。そのため、新たな養育形態が施設化していく危
機感が複数の委員より指摘されている。それに対し、厚
労省児童家庭局は「プライベートな家庭として機能して
いるところに子どもを受け入れるというのは、やはりこ
れは里親の世界なのだと思います（中略）そういう意味
で今後、ファミリーホームを家庭そのものというふうに
書くのは少しちゅうちょされるところです」と回答し、
その後「里親ファミリーホームを実際にやっていらっ
しゃる方への支援のレベルをどうやって上げていくかと
いうところから議論は始まっている（中略）私どもとし
ては、支援のレベルを上げるには里親と切り離して事業
化するしかないと考えています」と説明している。この
ように、「里親ファミリーホーム」を事業として移行す

ることで、家庭における養育の場としての曖昧さが残る
点は認めながらも、里親や施設のグループホームとは異
なる制度として、新たな養育形態の成立に向かうことと
なった。「社会的養護専門委員会」の報告書には、「里親、
施設と並ぶ子どもの養育の委託先として位置付ける」
（社会的養護専門委員 2007）註 35）と示され、2008年の
児童福祉法改正時に FHとして創設された。そして、「社
会的養護の課題と将来像」（児童養護施設等の社会的養
護の課題に関する検討委員会・社会保障審議会児童部会
社会的養護専門委員会 2011）註 36）では、FHは里親とグ
ループホームの中間の位置付けとして示された（図 2）。
　吉田（2018:189）註 37）は、これら FH法定化の検討
含め、家庭的養護の推進について検討された委員会等で
は、「なぜ家庭的養護へと方向転換するのかという理由
については、いずれの報告書においても明確に示されて
おらず、家庭的養護ありきで推進されており、そこで行
われる養護の中身やあり方についての議論までに至って
いない」と指摘している。つまり、家庭における養育の
質よりも「里親ファミリーホーム」を事業化することを
優先した結果、里親と施設とは異なる養育形態としての
FHが法定化された。

図 2「社会的養護の課題と将来像」における養護形態の位置付け（「より家庭的な養育環境」）
出所：「社会的養護の課題と将来像（概要）」児童養護施設等の社会的養護の課題に関する検討委員会・社会的養護専門委員会（2011）
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　 2　ファミリーホーム法定後の動向
　 2010年、国連からの日本の社会的養護が施設中心等
であることに対する 3度目の改善勧告（Committee on 
the Rights of the Child 2010）註 38）は、「厚生労働省関
係者をも刺激することとなったと考えられ」（山縣
2011:137）註 39）、2011年 1月に社会的養護の短期的に
解決すべき課題や中長期的に取り組む将来像について議
論することを目的として、厚生労働省内に「児童養護施
設等の社会的養護の課題に関する検討委員会」が設置さ
れ、「社会的養護専門委員会」との連携をとり、施設の
ケア形態の小規模化や里親、FHへの委託率向上のため
の政策が進められていった。FHへの委託率向上の手段

としては、児童養護施設等が小規模グループケアを 3～
6か所設置するためには、FHを 2か所以上設置するこ
と等が条件とされ、施設のケア形態の小規模化とセット
になり拡充が図られた。そして、両委員会がとりまとめ
た「社会的養護の課題と将来像」（児童養護施設等の社
会的養護の課題に関する検討委員会・社会的養護専門委
員会 2011）註 40）では、FHは 1,000か所の設置目標が
示され、設置数を増やすことにより、里親等委託率の向
上を将来 30％～40％となることを目指した。このよう
に、国連からの改善勧告を背景として、家庭的養護の推
進のために、特に児童養護施設の FH設置について誘導
的に進められていった。 

表 3　社会的養護の推進に関する厚生労働省の主な審議会・議題等と制度政策等の変遷

流れ 年月 主な審議会 /制度政策等 主な議題 /主な内容

家
庭
的
養
護
の
量
的
拡
充
中
心

2010年 12月 第 10回「社会的養護専門委員会」 社会的養護の在り方の見直しに関する当面の検
討課題

2011年
1月，2月

第 1回，第 2回「児童養護施設等の社会的養護の
課題等に関する専門員会」 施設の小規模化，施設機能の地域分散化

2011年 3月

「里親委託ガイドライン」 里親委託優先の原則を明示
「児童養護施設等のケア形態の小規模化の推進に
ついて」の一部改正

小規模グループケアを 3～6か所開設するために
は，FHを 2か所以上の開設等が必要

第 11回「社会的養護専門委員会」 社会的養護の見直しについて
2011年

4月，5月
第 3回，第 4回「児童養護施設等の社会的養護の
課題等に関する専門委員会」 「社会的養護の課題と将来像」について

2011年 7月
第 12回「社会的養護専門委員会」 「社会的養護の課題と将来像」とりまとめ

「社会的養護の課題と将来像」 FH1000か所設置，里親等委託率 30％等の数値
目標設定

家
庭
に
お
け
る
養
育
の
質
の
検
討
中
心

2012年 1月 第 13回「社会的養護専門委員会」 FHを「家庭養護（family-based care）」と定義

2012年 3月
第 14回「社会的養護専門委員会」

FHにおける家庭養護の明確化・要件規定等の
見直し

「里親及びファミリーホーム養育指針」
「小規模住居型児童養育事業実施要綱」一部改正

2012年 4月 「ファミリーホームの要件の明確化について」
2013年 3月 「里親・ファミリーホーム養育指針ハンドブック」 養育指針の解説や事例の提示

2013年度 「ファミリーホームの設置運営の促進ワーキング
グループ」設置

FHの置かれている状況の整理
FH運営の事例提示

2014年 3月 「ファミリーホームの設置を進めるために」
「ファミリーホーム事例集」

2016年 6月 児童福祉法改正 家庭養育優先の理念を明文化

2016～ 17年 「新たな社会的養育の在り方に関する検討会」
（全 16回） 新たな社会的養育の在り方の明確化とその実現

2017年 8月 「新しい社会的養育ビジョン」 FHは家庭での養育のため，FH養育者は，里親
登録を受けていることを条件とする※

2018年 7月 「都道府県社会的養育推進計画」の策定について

2018年 12月 「児童養護施設等のケア形態の小規模化の推進に
ついて」の一部改正

小規模グループケアを 3～6か所開設するために
は，FHを 2か所以上開設等必要の文言は削除

出所　筆者作成
※令和 3年 3月「小規模住居型児童養育事業（ファミリーホーム）の運営について」（令和 3年 3月 26日子発 0326第 1号）別紙
「小規模住居型児童養育事業（ファミリーホーム）実施要項」において，FH養育者は養育里親であることが示された（但し「令和
2年 4月 1日時点において養育者であった者は，経過措置として令和 5年 3月 31日までの期間は要件を満たしているものとみなす」
と示されている）．
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　翌 2012年 1月に開催された第 13回「社会的養護専
門委員会」では、 厚労省児童家庭局より「施設分園型の
グループホームとの相違が曖昧なものも出てきまして
（中略）本来の理念を明確にしてほしいという議論があ
りました」と説明等があり、これまでの量的拡充から
FHの理念を明確にする等の養育の質に関する内容につ
いて審議がされた。そして、2011年 3月に「里親及び
ファミリーホーム養育指針」が厚生労働省より発出され、
「（FHは）養育者の住居に子どもを迎え入れる家庭養護
の養育形態である。里親家庭が大きくなったものであり、
施設が小さくなったものではない」等が示された。また、
同第 13回委員会では、これまで明確に定義されていな
かった「『家庭的養護』と『家庭養護』の用語の整理」
を行い、FHは家庭養護として家庭に委託児童を迎え入
れて行う養育であることが確認された（図 1）。
　このように、2011年までは家庭的養護の推進を目指
して FHの量的拡充が優先されていたが、2012年を境
として FHの養育の質の検討を中心に置いた審議へと変
化し、現在、児童養護施設において小規模グループケア
を 3～6か所開設するためには FHの 2か所以上開設が
必要といった規定は削除されている（表 3）。

　Ⅵ　考察

　本研究では、FHが家庭養護として位置付けられるこ
とへの課題の背景を明らかにすることを目的とした。本
研究における知見 3点を述べる。
　 1点目は、FHが法定化された背景には、新たな社会
的養護形態の検討が進められていく中で、一部自治体で
開始されていた「里親ファミリーホーム」への支援を手
厚くするために事業化が図られた経緯があった。そのた
め、FHは、里親が拡大した形ではあるものの制度上は
施設的な機能が入る形となった。津崎（2007:53）註 41）

は、FHが法定化される前年に、「里親拡大の流れと施
設小規模の流れが全く折衷してきてしまっている」と指
摘しているが、事業化ありきで FHが誕生していた。
　 2点目は、法定化後も国連から施設中心の政策への改
善勧告を背景に、FHの量的拡大が図られていたことで
ある。特に、児童養護施設等が小規模グループケアを 3
～ 6か所開設するためには、FHの 2か所以上の開設等
が必要という条件を設けたことで、誘導的に児童養護施
設等の運営する FHの設置が進められた。そのため、
FHは施設のグループホームなのか家庭なのかという課
題が生じることに繋がったと考えられる。
　 3点目は、法定化当初 FHは里親と施設のグループ
ホームの中間的な位置付けであったが、2012年に家庭
養護として位置付けらたことで、事業である FHは施設
のグループホームなのか家庭なのかという混乱がより生

じることになったと考えられる。これは、「児童の代替
的養護に関するガイドライン」を背景に、「家庭的養護」
と「家庭養護」の区別を明確にしたため「家庭的養護」
の位置付けでは FHが家庭に委託児童を迎え入れて行う
養育ではなくなることから、家庭養護の委託率への影響
が出ることも要因にあったと考えられる。
　家庭的養護の推進が検討されてきた中、「里親ファミ
リーホーム」を事業とする形で法定化された FHであっ
たが、厚生労働省が 2010年頃に「より家庭的な養育環
境」（図 1）について言及した際「厚生労働省自身も発
表当時は、具体的に何をどうすることが家庭的な養育環
境といえるのかについては明確にしておりません」（林
2013:6）註 42）と指摘があるように、FHにおける養育
の質の検討は法定後も後手に回っていた。上鹿渡
（2016:70）註 43）は、戦後、施設養護から家庭養護に政
策転換したイギリスにおける社会的養護は、研究・実
践・施策の歯車が連動するかたちで「家庭養護を維持
し、さらにそのケア水準を高める工夫を進めてきた」、
「（日本では）社会的養護システムを変更する際にも客観
的なデータに基づいて変更がなされたことはこれまでに
ほとんどなかった」と指摘している。本研究の結果から
も、研究・実践・施策が連動して FHが家庭養護として
位置付けられてきたとは言い難い。

　Ⅶ　今後の課題

　今後の課題として、本研究で明らかにしたことは、
FHが事業であることを否定的に捉える形となったた
め、事業としての利点にも着目する必要がある。FHが
法定化された当初は、養育者の経歴は、児童養護施設等
の経験者は 1割程であったが（日本ファミリーホーム協
議会 2012）註 44）、現在は約 3割と増加傾向にあり（日
本ファミリーホーム協議会 2020）註 45）、今後も施設職
員経験者が FHを開設するケースが増加することが予測
される。そのため、FHと同様に社会福祉事業としての
位置付けがある児童養護施設等において養育を行ってき
た元施設職員が、FH養育ではこれまでの経験をどのよ
うに捉え、活かしているのか明らかにし、事業としての
利点を検討する必要がある。本研究で明らかにした問題
意識を踏まえ、家庭養護としての FHのあり方を検討す
ることを今後の課題としたい。 

　【註・引用文献】
註 1） 厚生労働省（2022）『社会的養育の推進に向けて（令和

4 年 3 月 31 日）』
註 2） 前掲　註 1
註 3） 新たな社会的養育の在り方に関する検討会（2017）『新

しい社会的養育ビジョン』



小規模住居型児童養育事業（ファミリーホーム）を家庭養護として位置付ける課題の背景

− 18 −

註 4） みずほ情報総研株式会社（2016）『ファミリーホームの
養育実態に関する調査研究報告書』

註 5） 伊藤龍仁（2016）「まとめにかえて−ファミリーホーム
とは何かを考えるために−」『社会的養護とファミリー
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待の防止等に関する専門委員会報告書』〈https://www.
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20 日）

註 28） 日本ファミリーホーム協議会（2016b）『第 11 回ファ
ミリーホーム全国研究大会 in 横浜　大会報告集』
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と将来像』

註 37） 吉田幸恵（2018）『社会的養護の歴史的変遷−制度・政
策・展望』，ミネルヴァ書房
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養護への示唆−』，福村出版

註 44） 前掲　註 19
註 45） 前掲　註 13
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　Ⅰ 本学におけるオレンジリボン活動

　 1）学内活動
　本学において、学生が関わるオレンジリボン活動は、
元専任教員であった平田美智子教授が、当時の担当科目
であった家庭福祉関連科目内で取り上げたことが発端と
なり開始された。その数年後には、授業と並行して学生
任意団体としてのボランティアサークルが発足し、その
活動は学生の自主活動によって継続された。そして、
2009年には当時の理事長であった深町正信先生が、本
学の建学の精神や経緯を踏まえ、この活動を本学全体で
取り組むことを明言され、以降、本学は国全体の課題で
ある児童虐待防止推進活動のシンボルであるオレンジリ
ボン活動について、全学で取り組むことになった。同時
期に、国を挙げて各種連携事業が推進されるようにな
り、学内組織として地域連携推進委員会が設置され、オ
レンジリボン活動推進は、当委員会の活動の重要な活動
の柱となっている。2017年には、学友会活動内の委員
会組織にも地域連携活動を担当する委員が置かれること
になり、今年度のリボン作成においては、文字通り学生
全員が関わる活動となっている。この活動の主旨を踏ま
え、本学学生の多くは恒常的に自作のリボンを携帯し、
児童虐待防止の啓蒙活動の一役を担ってくれている。
　 2）本学の地域連携事業の紹介
本学は、神奈川県相模原市にその所在地がある保育者養

成を目途とした単科短期大学である。建学から 66年を
経て、累計で約 2万人の保育者を輩出しており、その就
職先としては、地元相模原市やその周辺地域の保育・福
祉の諸施設に対して特に大きな貢献を果たしている。こ
のような特徴や、その後に発展した各団体との双方向の
地域連携の進展状況も踏まえながら、本学の連携事業
は、地元行政機関である「相模原市」、地域の高等教育
機関等が加盟する「相模原・町田大学地域コンソーシア
ム」、所在地である「相模原市中央区青葉 2丁目自治会」
近隣にある淵野辺公園の運営母体である「まちみどり公
社」、学生の実習先・就職先である「市内保育所協会・
市内幼稚園協会・県福祉施設団体・国内短期大学協会」
などの各団体と協定を結び、学校および学生の様々な諸
活動の礎として、その連携を活用し新たな連携を模索し
ながら、新たな保育者養成の視点を日々模索し、地域に
根差した保育者養成を果たしている。なお、学校法人和
泉短期大学と相模原市は、2014年 11月 18日（火）に、
包括連携協定を締結した。
　 3）2022年度オレンジリボンに係る活動内容
　①複数の授業を活用したリボン作成：9～10月に、鈴
木・久保・吉田・井狩の各教員が担当（1・2年生
の授業全学生を対象）する授業内で、各科目の視点
を生かした授業内容の一環としてリボン作成を実施
し、2,000個の袋詰めリボンを作成した。コロナ禍
以前に実施していた「委員会教職員が学生委員を招

抄　　録

　本学のオレンジリボン活動は、和泉短期大学委員会組織に設置されている地域
連携推進委員会の主活動である。本活動は、既に 10年以上を経過し、その取組
み方法は年々改善を重ねている。直近数年間の取り組み状況を含めた連携実態も
紹介する。

キーワード：オレンジリボン活動、虐待防止、地域連携、全学参加
　　　　　　ボランティア活動

本学におけるオレンジリボン活動の取り組み
― 地域連携推進委員会の活動紹介 ―

Orange Ribbon Activities in this college
Introduction to Activities of Local Linkage Committee

 井　狩　芳　子 深　町　和　哉 三　好　順　平
	 Yoshiko Ikari	 Kazuya Fukamachi	 Junpei Miyoshi

（研究ノート）
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集し主旨伝達➡学生委員から各グループの学生全体
に説明➡各グループで作成➡回収」の方法に比べ、
廃棄数が減少し完成度も高かった。作業後のアン
ケート結果から、「意義の把握、作成技術の習得、
作業時間の短縮、全学生参加と学生満足度」の何れ
の視点でも高い効果がみられた。授業活用をしたリ
ボン作成の方法は、コロナ禍でサークル活動やグ
ループ活動が規制される中の苦肉の策ではあったも
のの、確実に活動目的の定着を図るという主旨を踏
まえるには高い効果がみられたと自負している。今
後の取り組み方法については、継続の検討課題とし
たい。

　② 10月 26日には、2年生 2名の学生が、本村相模原
市長を表敬訪問し、相模原市に対し、11月のオレ
ンジリボン月間にあわせ 1,800個袋詰めリボンを贈
呈した。表 1に、リボン活動のロードマップを提示
した。

　③市ボランティア認定制度の活用：2014年、相模原
市は、学生のボランティア活動を積極的に勧めるこ
とを目途に、学生が実施するボランティア活動に対
し活動認定証を発行するという制度を設けた。オレ
ンジリボンに係る活動も申請可能なため、過去に
は、本活動に係る自主的活動を申請する学生もみら
れた。

　④学内配布・さがまちコンソーシアム和泉短期大学
ブース配布・市内公共施設等の置き型配布：コロナ
禍以前は、市内他団体と協働し、市民向けに駅前街
頭配布や、本学文化祭来場者への配布を実施してき
たが、コロナ禍に終息がみられない中、人を介した
配布は未だ再開されていない。置き型配布による啓
蒙活動は、リボン台紙に簡易説明もされており、受
け手側の興味関心のきっかけになっていることが想
像できる。各配布所には、教職員が随時見回りをし
て継続的にリボンの補充を実施していることから、
本学の活動紹介の一環として一定の効果があること
を予想している。

　⑤まちづくりフェスタ用ポスターとユニコムペー
パー：相模原・町田大学地域コンソーシアム（以
下、さがまちコンソーシアムの略称表記）からは、
年間を通して各登録団体宛に様々な協力要請があ
る。コロナ禍以前のまちづくりフェスタとは、毎年
10月初旬に 2日間開催されていた来訪者数 1000
人規模の大規模行事であったが、コロナ禍以降はそ
の代替策として、各団体が作成した活動紹介用ポス
ターをユニコムプラザさがみはら内に約一ヶ月間掲
示をする方法（交流展示会）となり、今年度で 3回
目をむかえた。また、ユニコムペーパーとは、さが
まちコンソーシアム参加団体（高等教育機関他）が

輪番で団体紹介をするリーフレットであり、本学は
キリスト教関連行事も掲載することを念頭に、
2022年 12月号を担当した。

　　　各記事の一部分には、オレンジリボン活動の取り
組みを紹介した。

　Ⅱ　まちづくりフェスタ交流展示会参加ポスター

　 2020年、2021年、2022年の各年に作成したポス
ターを提示した。各ポスターともに、その前年一年間の
活動内容を集約して端的に表現した。

　Ⅲ　ユニコムペーパー
　 2022年 12月号のユニコムペーパーの 1ページ相当
（2022年 9月～10月に実施したオレンジリボン活動と、
再開した地域の親子を対象とした子育て支援活動）を提
示した。
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和泉短期大学の地域連携事業  

2020 年まちづくりフェスタ
2020.10.04~ 於ユニコムプラザさがみはら 

青葉 2 丁目自治会行事への協力 

児童福祉学科・専攻科(介護福祉専攻) 

 

オレンジリボンの作成と街頭配布 

相模原市と協働し、子ども虐待の防止・ 

子育てに優しい社会の実現をめざす 

オレンジリボン活動を行っています。 

子育て支援活動 

はっぴい・すまいりぃ 

市内の障害者支援施設による学内販売 

市内障害者支援施設との交流会 

特別支援学校訪問 

こども未来ワールド in 光が丘 

図 1　まちづくりフェスタ交流展示会参加ポスター（2020）
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和泉短期大学 この１年間の地域連携活動  

2021 年まちづくりフェスタ
2021.10.01~ 於ユニコムプラザさがみはら 

オンライン講座「造形あそび」 

児童福祉学科・専攻科(介護福祉専攻) 

 

おもちゃの広場 

市内の障害者支援施設による学内販売 

ふれ合い体験・ボランティア体験 

青葉２丁目自治会との避難防災訓

練 

 

相模原市と協働し、子ども虐待の防止・ 
子育てに優しい社会の実現をめざす 

オレンジリボン活動を行っています。 

オレンジリボンの作成と市への提供

街頭配布 

１年生は、夏休みに、数日間の保育所・ 

福祉施設での現場体験をしました。受け 

入れ先は和泉短期大学を日頃から応援い 

ただいている施設や保育所です。 

学生の保育力向上 

COVID-19 感染拡大防止の観点から開催を中止している 
子育てひろばですが、いつ再開されても良いように、 
授業以外にも学びの機会を設け、学生は積極的に参加 
して、コロナ後の準備をしています 

キャンパスのある青葉２丁目自治会 
と連携を進めています。 

コロナ禍で今は直接の関わりは持てませんが、 

「手作りの作品」を通じて心のぬくもり・心の 

交流を感じています。学生はお気に入りのもの 

を見つけ、自分の生活に活かしています。 

図 2　まちづくりフェスタ交流展示会参加ポスター（2021）
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和泉短期大学の地域連携活動  

2022 年まちづくりフェスタ
2022.10.01~ 於ユニコムプラザさがみはら 

児童福祉学科・専攻科(介護福祉専攻)

 

学生の保育力向上 

 

市内の障害者支援施設による学内販売 

コロナ禍のため、残念ながら今は直接の関わりは持て

ませんが、校内に置かれた「手作りの作品販売品」を

通じて、心のぬくもり・心の交流を感じています。 

（年間通しての活動） 

オンライン講座「造形あそび」 

COVID-19 感染拡大防止の観点から開催を中止している 

子育てひろばですが、いつ再開されても良いように、 

授業以外にも学びの機会を設け、学生は積極的に参加 

して、コロナ後の準備をしています。 

（年間通しての活動） 

ふれ合い体験・ボランティア体験 

 

１年生は、夏休みに保育所・福祉施設での現場体験をしま

した。受け入れ先は和泉短期大学を日頃から応援いただい

ているたくさんの保育所や施設です。後期授業の初めに

は、各自の体験を持ち寄って学びを深め、グループ毎に学

習成果をポスターにまとめて、学内に掲示します。 

（7 月～9 月の活動） 

青葉２丁目自治会との避難防災訓練 

 

おもちゃの広場 

キャンパスのある青葉２丁目自治会 

と連携を進めています。 

（避難防災訓練実施：6 月） 

オレンジリボンの作成と市への提供

街頭配布 

 

相模原市と協働し、リボン作成を通して子ども虐待の防止・ 

子育てに優しい社会の実現をめざすオレンジリボン活動を行っています。 

一連の作業は、手先を使いながら効率よく仕事をこなしていく経験であり、 

コロナ対応をしつつ、久し振りに友人と机を並べ工夫も出し合う作業を通し、 

小さいながらも達成感を味わう機会となりました。 

（9 月～11 月の活動） 

図 3　まちづくりフェスタ交流展示会参加ポスター（2022）
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！！

 
今月の表紙、和泉短期大学のご紹介です。

和和泉泉短短期期大大学学のの地地域域連連携携活活動動のの紹紹介介

和泉短期大学は地域に根ざした保育者・支援者の養成を目指しています。夏

休みの保育所や福祉施設でのふれ合い体験・ボランティア体験、域域の親子

を対象とした子育て支援活動他、市内の障害者支援施設との交流、地域行事

への協力などの活動を展開しています。

★★地地域域のの親親子子をを対対象象ととししたた子子育育てて支支援援活活動動ななどど

和泉短期大学ウェブサイト 

「地域の方へ」 

★★全全学学ああげげててののオオレレンンジジリリボボンン運運動動

相模原市と協働で、子ども虐待の防止・子育てに優しい社

会の実現をめざすオレンジリボン活動を行い、毎年 月

の「児童虐待防止推進月間」を中心に、オレンジリボン作

成等の活動を通して児童虐待防止啓発活動に取り組んで

います。 

図 4　ユニコムペーパー提供記事より一部分抜粋（2022年 12月発行）
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　Ⅳ　今後の展望

　以上のように、本学の地域連携事業におけるオレンジ
リボン活動は、学生の教育活動の一環として、また、地
域連携の視点からも大きな役割を担っている。時代の変
遷や予期せぬ災害等により、今後の活動様態が変化して
いくことも想像できるが、子どもの幸せを願う本学にお
けるシンボル的全学活動として継続していくことを願っ
ている。

　【参考文献】
1）  文部科学省（2009）平成 20 年度大学等における産学連

携等実施状況について
2）  公益自主事業（九州技報）　第 46 号　第 6 回技報賞受賞

作品　「地域と大学との協働するまちづくりの実現に向け
て」　2010.01

3）  認定特定非営利活動法人 児童虐待防止全国ネットワーク
　2021 年度活動実態報告書

4）  ユニコムプラザさがみはら　「UNICOM PAPER12」（2022
年 12 月 pp.1-2）
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掲載号 種別 タイトル 執筆者
1 論文 福祉哲学序説 中島  武夫
1 論文 児童福祉と教育の源泉 阿久津  義廣
1 論文 収容施設における幼児擁護に関する研究 斎藤  謙
1 資料紹介 ソヴィエト連邦における児童福祉 大谷  嘉朗
1 書評 生活を創る子どもたち 大串  紀代子
1 書評 やさしい国語教室 加藤  真理子
1 論文 始語期における言語生活の一考案 加古  明子
1 論文 近世文学の諸問題 加藤  真理子

2 論文 ペスタロッチ教育学の基本構想
－ 彼の人間教育論の神学的理解 － 阿久津  義広

2 論文 現代英国における児童収容施設の動向 大谷  嘉朗
2 論文 収容施設における幼児擁護に関する研究 斎藤  謙

2 論文 児童文化財の問題
－ 最近の児童週刊誌を中心にして － 加古  明子

2 資料紹介 英文定期刊行物に散見する海外児童福祉事情 大谷  嘉朗
2 書評 「スポック博士の育児書」と「育児の百科」 大谷  嘉朗
2 論文 子どもの絵画表現と情緒 深見  公道

2 論文 近世文学の一考察
－ 芭蕉文学をめぐって － 加藤  真理子

3 論文 わが国におけるペスタロッチの影響と児童福祉
－ 宗教と福祉と教育の統合をめぐって石井十次と留岡幸助の場合 － 阿久津  義広

3 論文 今日の子に，今日の保育を Ｇ・Ｅ・キュックリヒ
3 論文 現代英国における児童収容施設の動向（Ⅱ） 大谷  嘉朗
3 論文 収容施設における幼児擁護に関する研究（Ⅲ） 斎藤  謙

3 論文 より有意義な音楽経験をするために
－ 人間的価値に基づく音楽教育 － 下田  和男

3 資料紹介 フィンランドの社会福祉とタルヴァイネン博士 中島  武夫
3 書評 「家庭事件の法社会学」 大谷  嘉朗
3 論文 絵本における諸問題 深見  公道

3 論文 児童文学論
－ 宮沢賢治の童話をめぐって － 加藤  真理子

4 論文 幼児の描画表現活動について 深見  公道

4 論文 養護職員ー保母の専門性（Ⅰ）
－ 対象児童の把握と保母の専門職としての属性 － 豊福  義彦

4 論文 現代社会における音楽教育の役割（Ⅰ）
－ 現代社会と音楽教育 － 下田  和男

4 論文 内発的動機づけ説にもとづく幼児教育
－ 幼児の知的教育をめぐって － 稲垣  佳世子

4 書評 「二つの世界の子どもたち」 大谷  嘉朗

4 論文 児童文学論
－ 小川未明の童話を中心に － 加藤  真理子

5 論文 児童福祉施設における児童処遇の展開
－ その１　児童福祉施設の体系的理解と処遇方法の理論的枠組 － 豊福  義彦

5 論文 ワーカー・クライエント関係
－ 間人的〝個人″をめぐって － 高瀬  智津子

5 論文 保育職の現状と保母養成短大生の意識 二階堂  ひさ子

5 論文 和泉短期大学生の特質
－ 保育学生としてみた場合 － 窪  龍子，中村  美津子

5 論文 保育経験による保育者観の変容
－ 自己像・保育者像の像間差異の検討 － 中村  美津子

5 論文 幼児期のリトミック活動について
－ 感覚機能に及ぼす効果 － 武石  宣子

5 資料 教育実習園並びに実習方法の実態
－ 実習生への調査回答から －

山内  常博，窪  龍子
中村  美津子

5 論文 児童文学論
－ 山村暮鳥の文学をめぐって － 加藤  眞理子

【巻末資料】研究紀要（第 1号～第 42号）一覧
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掲載号 種別 タイトル 執筆者

6 論文 専門職としての「保育職」の現状
－ 保母養成短大卒業生の追跡調査から － 二階堂  ひさ子

6 論文 石門心学者における児童観についての一考察
～ 前訓と撫育草の子育て論から抽出した児童観を中心として ～ 坂田  澄

6 論文 実習経験と進路選択との関連性の検討
－（その１）幼稚園実習の評価，保育者像，自己像 － 中村  美津子

6 論文 「遊びの哲学的考察」 大伴  栄子

6 論文 ４本足のにわとり－その背景分析の試み（第１報） 福井  昭雄，窪  龍子
中村  美津子，平田  智久

6 論文 身体運動を伴う「Eurhythmics」の訓練による音楽基礎能力の変化 下田  和男，武石  宣子
6 論文 老人に多い骨髄腫の新しい診断法 原田  康子
7 論文 保育者養成短期大学卒業生の勤務実態と意識に関するアンケート調査　第１部 大伴  栄子
7 論文 保育者養成短期大学卒業生の勤務実態と意識に関するアンケート調査　第２部 高瀬  智津子
7 論文 幼児の造形遊びにおける環境設定 福井  昭雄

7 論文 江戸時代の女子教育における児童観についての一考察
－ 素行，益軒，遊学，三者の見解を中心として － 坂田  澄

7 論文 実習経験と進路選択との関連性の検討
－（その２）評価項目の分析 － 中村  美津子

7 論文 登校拒否の実態と学校教育問題の研究における現状の概観 山内  常博

7 論文 ４本足のにわとりーその背景分析の試み
－（第２報）描画表現力との関連 －

福井  昭雄，窪  龍子
中村  美津子，平田  智久

7 論文 ４本足のにわとりーその背景分析の試み
－（第３報）心理学的アプローチ －

中村  美津子，窪  龍子
福井  昭雄，平田  智久

7 論文 リズムの持つ内的表情（１） 武石  宣子

7 資料 卒業予定者に対するアンケート「２年間をふりかえって」 豊福  義彦，中島  弘光
窪  龍子

7 資料 昭和59年度教育実習状況 窪  龍子，山内  常博
中村  美津子

8 論文 里親家族に関する研究（第１報） 花村  春樹，豊福  義彦
二階堂  ひさ子

8 論文 ジョン＝デューイと成瀬仁蔵
－ 人生と宗教の問題をめぐって － 大森  秀子

8 論文 登校拒否問題の事例研究
－ 原因の検討を主題として － 山内  常博

8 論文 ４本足のにわとりーその背景分析の試み（第４報） 窪  龍子，中村  美津子
福井  昭雄，平田  智久

8 論文 現代における色彩教育に関する一考察 福井  昭雄
8 論文 和泉短大における体力診断テストの結果に関する一考察（その１） 井狩  芳子

8 論文 分子生物論（１）
－ 発ガン要因としての食についての考察 － 原田  康子

8 論文 日本に於けるプロテスタント教会の讃美歌について　－ 現代に於ける問題点 － 中島  弘光

9 論文 里親家族に関する研究（第二報） 花村  春樹，豊福  義彦
二階堂  ひさ子

9 論文 ジョン＝デューイと成瀬仁蔵　－ 宗教教育の視点から － 大森  秀子
9 論文 登校拒否の事例研究　－ 原因の検討を主題として（その２）－ 山内  常博

9 論文 ４本足のにわとりーその背景分析の試み（第５報） 福井  昭雄，中村  美津子
窪  龍子，平田  智久

9 論文 リズムの持つ内的表情（２） － ポリリズムを中心に － 武石  宣子
9 論文 和泉短大における体力診断テストの結果に関する一考察（その２） 井狩  芳子

9 論文 現代人の食生活に関する研究（１）保育者をめざす短大生の食行動と食意識（その１）
－ 朝食の摂食行動パターンを軸にした解析 － 原田  康子

10 論文 里親家族に関する研究（第３報）
－ 栃木県・大田原市及び塩谷郡氏家町における世帯訪問調査事例報告 －

花村  春樹，豊福  義彦
二階堂  ひさ子

10 論文 ４本足のにわとりーその背景分析の試み（第６報） 福井  昭雄，窪  龍子
中村  美津子，平田  智久

10 資料 昭和62年度教育実習状況 山内  常博，窪  龍子
中村  美津子，大森  秀子

10 論文 夢とその周辺の心理的現象について
－ 短大学生の体験例および考察 － 山内  常博
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掲載号 種別 タイトル 執筆者

10 論文 リズムの持つ内的表情（３）
－ カノン技法の効果 － 武石  宣子

10 論文 幼児の合奏用教材における一考察
－ メロディーを奏することのできる楽器の用法について － 下田  和男，田村  彰利

10 論文 現代人の食生活に関する研究（２）保育者をめざす短大生の食行動と食意識（その２）
－ 朝食の摂食行動と生活要因との関連 － 原田  康子

10 資料 卒業予定者に対するアンケート「２年間をふりかえって」 昭和62年度教務委員会
窪  龍子

10 論文 親と子の絆ー学際的アプローチ（第１報） 北原  歌子，伊志嶺  美津子
山崎  森，大森  秀子

10 論文 心身症における心理療法の適応と効果（１） 北原  歌子
11 論文 Ａ.Ａ.Ｇ.Ｗ.『グループワーカーの機能に関する定義』（1949年）の作定経緯と意義 花村  春樹

11 論文 米国における1988年家族支援法について
－ ウエルフェアからワーク・フェアに向けて － 高瀬  智津子

11 論文 ジョン・ウエスレーの「キリスト者の完全」の終末論的正確 伊藤  忠彦

11 論文 幼児・児童の描画活動について
－ 動物画にみられる表現の変化 －

福井  昭雄，中村  美津子
窪  龍子，平田  智久
荻野  省六

11 論文 幼稚園と保育所に対する認識の研究
－ 幼稚園イメージと保育所イメージの被保育体験との関連性の検討 － 中村  美津子

11 論文 イメージによる表現活動（１）
－ 感覚運動イメージの形成 － 武石  宣子

11 論文 大学生の父親に対するイメージ調査 窪  龍子

11 論文 現代人の食生活に関する研究（３）保育者をめざす短大生の食行動と食意識（その３）
－ 朝食欠食の背景となる夜型生活の実態と自覚される健康状態について － 原田  康子

11 論文 親と子の絆ー学際的アプローチ（第２報） 北原  歌子，伊志嶺  美津子
山崎  森

12 論文 ニルス・Ｅ・バンク＝ミケルセン，その人と思想（１） 花村  春樹

12 論文 施設養護の展開過程に関する一考察（１）
－ 施設入所段階を中心に － 豊福  義彦，宮本  和武

12 論文 米国のチャイルド・ケア問題（１）
－ 質の改善をめぐって － 藤川  いづみ

12 論文 現代家族の教育機能　－ 親の養育行動調査 － 二階堂  ひさ子
12 論文 本学の体力診断テストおよび体格測定の結果に関する一考察（第三報） 井狩  芳子
12 論文 女子大学生の父親のイメージと小学生期の父子関係 窪  龍子

12 論文 保育機関に対するイメージの構造
－ イメージの平均値と因子構造 － 中村  美津子

12 論文 イメージによる表現活動（２）
－ イメージ表現の実践 － 武石  宣子

12 論文 親と子の絆ー学際的アプローチ（和泉特別研究助成による共同研究・第三報）
北原  歌子，井狩  芳子
加藤  忠明，山崎  森
栄本  和子

13 論文 ニルス・Ｅ・バンク＝ミケルセン，その人と思想（２） 花村  春樹

13 論文 米国のチャイルド・ケア問題（２）
－ フルコスト・オブ・クオリティ運動を中心に － 藤川  いづみ

13 論文 男子大学生の父親のイメージと小学生期の父子関係 窪  龍子
13 論文 保育者をめざす短大生にみる、自然科学的基礎学力レベル（その１） 原田  康子

13 論文 里親家族に関する研究（第四報） 花村  春樹，豊福  義彦
二階堂  ひさ子

13 論文 乳幼児の生活環境の中の動物 窪  龍子，中村  美津子
荻野  省六，平田  智久

13 論文 親と子の絆ー学際的アプローチ（和泉特別研究助成による共同研究・第四報）
北原  歌子，栄本  和子
井狩  芳子，加藤  忠明
山崎  森

13 資料 1991年度教育実習状況 窪  龍子，中村  美津子
藤川  いづみ

14 論文 イギリスの地域福祉への一考察
－ 英国の高齢者 － 北原  歌子

14 論文 米国における貧困問題　－ 家庭生活への影響 － 高瀬  智津子
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14 論文 ニルス・Ｅ・バンク＝ミケルセン，その人と思想（３） 花村  春樹

14 論文 里親家族に関する研究（第五報） 花村  春樹，豊福  義彦
二階堂  ひさ子

14 論文 全米幼児教育協会の乳幼児プログラム認定システム 藤川  いづみ

14 論文 幼児の生活環境の中の動物達〈第二報〉
－ 動物の好みとの関連性の検討 －

窪  龍子，中村  美津子
荻野  省六

14 論文
イメージによる表現活動（３）
－ 自然環境音及び楽曲のイメージスケッチを通してのコーネル（Cornell,J.B.）メソードの
ダルクローズ（Dalcroze,E.J.）メソードの共通点 －

武石  宣子

14 論文 親と子の絆ー学際的アプローチ（和泉特別研究助成による共同研究・第五報） 北原  歌子，加藤  忠明
山崎  森

15 論文 イギリスの地域福祉への一考察
－ 英国の住宅と個人福祉サービスの概要 －（２） 北原  歌子

15 論文 これからの保育所機能と社会福祉援助技術 高瀬  智津子
15 論文 思春期の登校拒否についての臨床心理学的考察 山内  常博
15 論文 大学教育における自然科学教育の意義 原田  康子
15 論文 大学生の母性意識に関する調査　第１報・保育系短大生の場合 窪  龍子

15 論文 米国における乳幼児教育改革
－ 「発達的適切さ」の概念を中心に － 藤川  いづみ

15 論文 親と子の絆ー学際的アプローチ（和泉特別研究助成による共同研究・第六報）
北原  歌子，加藤  忠明
山崎  森，永田  陽子
栄本  和子，井狩  芳子

15 論文 里親家族の訪問調査報告（その１）
－ 里親制度に関する意識の研究 －

豊福  義彦，二階堂  ひさ子
花村  春樹

15 論文 保育者養成短期大学における卒業生の就職動向と退職の要因についての研究　第一報 原田  康子，高瀬  智津子

16 論文 イギリスの地域福祉への一考察
－ 英国の施設介護の概要 －（３） 北原  歌子

16 論文 思春期の不登校に関する三主題の考察　－ 臨床心理学の視点から － 山内  常博
16 論文 幼児をもつ父親の育児に関する意識調査 窪  龍子
16 論文 福祉・保育学生の相互支援認識の現状 中村  美津子
16 論文 プレイワーク　－ 理論と実践 － 武石  宣子

16 論文 わが国における幼児教育カリキュラムの変遷
－ 系統主義と児童中心主義の視座から － 藤川  いづみ

16 論文 社会福祉施設における権利保障システム構築を目指して
－ 身体障害者療護施設利用者の自治会活動を中心に － 高山  直樹

16 論文 親と子の絆ー学際的アプローチ（和泉特別研究助成による共同研究・第七報）
北原  歌子，井狩  芳子
加藤  忠明，山崎  森
栄本  和子，永田  陽子

16 論文 地域福祉と家族に関する研究 豊福  義彦，二階堂  ひさ子

16 論文 保育者養成短期大学における卒業生の就職動向と退職の要因についての研究　第二報
－ 退職理由とその背景の職種間比較 － 原田  康子，高瀬  智津子

16 論文 幼児の生活環境の中の動物達〈第３報〉 中村  美津子，窪  龍子
喜田  敬

16 論文 幼児の生活環境の中の動物達〈第４報〉 窪  龍子，喜田  敬
中村  美津子

17 論文 大学生の母性意識に関する調査　第２報・男女大学生の場合 窪  龍子

17 論文 日本におけるプロテスタント教会の讃美歌集について
－ 少年讃美歌『ゆきびら』をめぐって － 中島  弘光

17 論文 家族の養護・教育論序説 二階堂  ひさ子

17 論文 知覚されたサポートと自己態度
－ 青年期女子 － 中村  美津子

17 論文 保育者のプロフェッショナル・ディベロップメント
－ 全米幼児教育協会の声明文書を中心に － 藤川  いづみ

17 論文 フランスの家族給付と児童手当 鈴木  真理子

17 論文 表現活動の多角的なアプローチ〈第１報〉 武石  宣子，佐藤  守男
大石  洋次郎

17 論文 福祉職希望短大生の家庭背景と職業意識
－ 和泉短期大学１年意識調査より －

鈴木  真理子，高山  直樹
宮本  和武

18 論文 子どもの夢　－ 親子の世代間比較 － 二階堂  ひさ子
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18 論文 父と子の遊びに関する調査（第１報）
－ 保育園児のいる家庭の場合 － 窪  龍子

18 論文 登校拒否の援助について
－ 子どもの権利尊重の視点での論考 － 山内  常博

18 論文 乳幼児の権利としての保育
－ 米国のチャイルド・ケア問題における焦点 － 藤川  いづみ

18 論文 知覚された対人支援と基本的欲求の水準に関する一研究
－ 青年後期女子 － 中村  美津子

18 論文 スウェーデンの社会経済と家族政策　－ 日本とのデータ比較を通して － 鈴木  真理子
18 論文 小規模保育サービスの実態とその利用者ニーズ 鈴木  真理子，中村  美津子

18 論文 表現活動の多角的なアプローチ〈第二報〉 武石  宣子，佐藤  守男
大石  洋次郎

19 論文 高齢社会における老後生活に関する意識と実態 二階堂  ひさ子
19 論文 保育学生の就労意識と子育て意識に関する研究 中村  美津子

19 論文 レクリエーションの質的価値（１）
－ レクリエーションの概念を中心に － 武石  宣子

19 論文 アメリカの保育・育児支援
－ いくつかの民間保育関係団体の取組と活動 － 鈴木  真理子

19 論文 幼児の生活環境の中の動物達〈第５報〉
－ 幼児画の特徴をそなえた絵に対する日本人保育者の意識 －

喜田  敬，窪  龍子
中村  美津子

19 論文 児童養護施設保母の実践と職務内容に関する研究 宮本  和武，高山  直樹
19 論文 駅型保育サービスの概要と実態調査 鈴木  真理子，本多  洋実
20 論文 「専業主婦」に対する既婚女性の意識調査 窪  龍子

20 論文 地域社会とまちづくり
－ 相模原市のまちづくりを中心に － 二階堂  ひさ子

20 論文 レクリエーションの質的価値（２）
－ レクリエーションから連想するイメージ調査を中心に － 武石  宣子

20 論文 子供に即する園生活の形態
－ Ｋ保育園の実践事例を通して － 藤川  いづみ

20 論文 里親制度のあり方に関する研究
－ 児童養護施設への措置変更事例を通して － 宮本  和武

20 論文 表現活動の多角的なアプローチ〈第三報〉 武石  宣子，佐藤  守男
大石  洋次郎

21 論文 「女性福祉」実現のための女性論 二階堂  ひさ子

21 論文 里親養育への支援のあり方に関する研究
－ 里親制度の活性化を求めて － 櫻井  奈津子

21 論文 社会福祉と居住（住宅）に関する史的研究
－ 雑誌『慈善』等にみる戦前期の居住（住宅）問題 － 鈴木  敏彦

21 論文 「女性問題」に関する意識調査 窪  龍子

21 論文 領域「環境」の授業の意義と教育効果
－ 保育者養成短期大学の場合 － 原田  康子

21 論文 FD活動への多角的なアプローチ
－ 全学共通評価項目の取り組みからオリジナル評価項目への発展 － 武石  宣子

21 論文 保育者養成における人権教育の課題
－ 体罰に対する意識調査から － 藤川  いづみ

21 論文 児童養護施設における養護技術に関する研究 宮本  和武，坂本  正路

21 論文 身体表現の理論と実践
－ 動きの概念と表現性 － 武石  宣子，浮田  咲子

21 論文 幼児の生活環境の中の動物達〈第６報〉
－ 子どもの絵に対する日中保育者の意識と姿勢 －

喜田  敬，窪  龍子
中村  美津子

22 論文 イメージ表現の評価分析 武石  宣子

22 論文 「家族福祉」の現代的課題
－ 家族援助へのアプローチ － 二階堂  ひさ子

22 論文 わが国における保育士養成教育の歴史に関する基礎研究
～ クラーク学園における保育士養成教育カリキュラムから ～ 鈴木  敏彦，高山  直樹

22 論文 現代人の食生活に関する研究（４）
保育者をめざす短大生の体脂肪率の実態とその背景

原田  康子，原田  節子
塚田  信

22 事例研究 卒業予定者に対するアンケート「短期大学での二年間の学びについて」 窪  龍子
23 論文 社会福祉士養成課程における専門職倫理の教育に関する一研究 鈴木  敏彦
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23 論文 「家族と結婚」に関する意識と実態 二階堂  ひさ子
23 研究ノート 忍性における福祉的なるもの 日高  洋子

23 論文 「みたて」の記号論的解釈方法の再検討
～ パース記号論による解釈の提案 ～ 緑間  科

23 論文 デイサービスセンターの役割機能に関する研究
－ 利用高齢者の身体・精神的状況と家族の期待の分析 － 横浜  勇樹

23 論文 ロマン主義の時代における宗教音楽
－ メンデルスゾーン交響曲第二番『讃歌』についてー 横山  正子

23 論文 保育・福祉実習における児童等のプライバシー保護に関する研究
－ 保育所・幼稚園・福祉施設の比較を通じて －

鈴木  敏彦，櫻井  奈津子
中村  美津子

23 論文 幼児の心身の健康に関する研究（第一報） 井狩  芳子，窪  龍子
野田  耕

24 論文 保育所・幼稚園における、子ども虐待への対応に関する研究 小倉  常明，鈴木  敏彦

24 論文 援助志向マイノリティ・インフルエンスの構成要素と援助行為の持続要因に関する研究
～ 社会福祉士養成施設における聴覚障害学生に対する他学生による援助行為の分析 ～ 市川  和彦

24 論文 福祉サービスにおける権利擁護システムの状況と福祉オンブズパーソン実践の課題
－ 神奈川県県央東地区オンブズパーソンネットワークの活動から － 鈴木  敏彦

24 論文 自閉性障害をもつ人にとっての死別
－ 家族との死別によって直面する課題 － 佐藤  繭美

24 論文 難病の子どもに対する一般社会の理解の必要性 加藤  忠明

24 論文 和泉短期大学の造形教育について考える 佐藤  守男，安田  周左
大石  洋次郎

24 論文 地域の子育て支援と保育所における活動 二階堂  ひさ子

24 論文 幼児の心身の健康に関する研究（第二報） 井狩  芳子，窪  龍子
野田  耕

25 論文 幼児の心身の健康に関する研究（第三報） 井狩  芳子，窪  龍子
野田  耕

25 論文 中学・高校生徒の保育現場体験を支える保育者と教師の連携
－ M幼稚園と中学生、K保育園と高校生の二つの実践例より － 原田  康子

25 論文 教育基本法の現代的意義
－ 私たちは今、教育基本法から何を学ぶべきか － 藤川  いづみ

25 論文 リトミック教育に関する一考察
－ 教育思想からのアプローチ － 武石  宣子

25 論文 塑造における彫刻〈第１報〉
－ 石膏型取り技法 －

佐藤  守男，久武  哲也
大石  洋次郎

25 論文 身体表現の実践
～ 動きの表現性とイメージの伝達〈小群舞について〉～ 浮田  咲子，大下  聖治

25 論文 今後のお産のあり方 加藤  忠明

25 論文 ボランティアコーディネートに関する一考察
～ ボランティア活動希望者の質的変化と「コーディネート」理論の変遷 ～ 小倉  常明

25 論文 施設内体罰の概念に関する研究　～ 主に施設内体罰の定義と目的についての考察 ～ 市川  和彦
25 論文 ポーランドにおける宗教改革運動の受容についての一考察 伊勢田  奈緒

25 資料 CCF（Christian Children's Fund）に関する基礎研究
愛隣園・渡真利源吉先生インタビュー

宮本  和武，小倉  常明
鈴木  敏彦

25 資料 CCF（Christian Children's Fund）に関する基礎研究
和泉短期大学所蔵CCF関係資史料目録

宮本  和武，鈴木  敏彦
小倉  常明

26 論文 キリスト教擁護者としての皇帝カール五世ついての一考察 伊勢田  奈緒

26 論文 17世紀以降日本における体罰観の変遷に関する研究
～「日本型パターナリズム」と旧軍隊教育の与えた影響 ～ 市川  和彦

26 論文 市民活動団体支援制度研究
～ 障害関係団体への効果と啓発への有用性 ～ 横川  剛毅

26 論文 法制化された小児慢性特定疾患治療研究事業について 加藤  忠明

26 論文 幼児の心身の健康に関する研究（第四報） 井狩  芳子，窪  龍子
野田  耕

26 論文 世界の食文化をテーマにとした発信型英語教育の共同研究 松尾  光子，篠原  愛子
26 論文 芸術的表現から見たリトミック教育 武石  宣子

26 論文 塑造における彫刻〈第２報〉－ 脱活乾漆技法 － 佐藤  守男，久武  哲也
大石  洋次郎
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26 研究ノート 全米幼児教育協会の倫理規定に関する研究（１）
－ 倫理規定策定のプロセスを中心に － 藤川  いづみ

26 資料 幼稚園教育指導要綱（試行草案） 董  丹犁
27 論文 十六世紀ネーデルランドにおける宗教改革運動の一考察 伊勢田  奈緒
27 論文 授業形態での非構成的エンカウンター・グループの効果 山内  常博
27 論文 アタッチメントに配慮した里親支援 平田  美智子

27 論文 乳児を持つ親への子育て支援プログラムの構築
～ 乳児検診の「子育て相談」と連携した「子育て講座」の提案 ～ 善本  眞弓

27 論文 身体表現の実践
～ １部（昼間）・２部（夜間）学生の作品鑑賞の違い ～ 浮田  咲子，大下  聖治

27 論文 世界の祭りと年中行事をテーマとした共同学習の推進についての一考察 篠原  愛子，松尾  光子

27 論文 “英語で発表しみよう”プロジェクト
－ 協同学習型グループワークの理論と実践 － 井田  英子

27 論文 和田實における幼児教育論（１）
－ 成立過程とその特徴 － 大谷  祐子

27 論文 和泉短期大学における子育てサロン「はっぴい」の現状と課題に関する一考察
櫻井  奈津子，井狩  芳子
塩谷  香，𡈽橋  正文
久富  陽子，横川  剛毅

27 研究ノート 全米幼児教育協会の倫理規定に関する研究（２）
－ 保育者養成教員の倫理 － 藤川  いづみ

27 研究ノート 「光とともに」研究（１）
－ 自閉症児についての発信の考察 － 横川  剛毅

27 研究ノート 子育て支援の現状と課題 塩谷  香

28 論文 和田實における幼児教育論（２）
－ 「訓育的誘導論」について － 大谷  祐子

28 論文 家庭における低年齢児のおもちゃの環境
－ 親のおもちゃ意識と現状 － 善本  眞弓

28 論文 慢性疾患のある子どもへの教育の必要性 加藤  忠明
28 論文 子どもの絵本と料理をテーマとしたプロジェクトについての共同研究 篠原  愛子，松尾  光子

28 論文 和泉短期大学における子育て支援事業の活動報告
櫻井  奈津子，井狩  芳子
塩谷  香，𡈽橋  正文
山本  美貴子，横川  剛毅

28 論文 福祉サービスにおける苦情解決体制に関する研究 鈴木  敏彦，横川  剛毅
28 論文 短期大学における第三者評価の在り方 𡈽橋  正文

28 論文 塑造における彫刻〈第３報〉－ FRP成形技法 － 久武  哲也，佐藤  守男
大石  洋次郎

28 研究ノート 全米幼児教育協会の倫理規定に関する研究（３）
－ 保育者の倫理的ジレンマとは何か － 藤川  いづみ

28 研究ノート 低年齢児保育実践における家庭との連続性について 塩谷  香
28 研究ノート 社会福祉専門職と男女共同参画 平田  美智子

29 論文 米国における保育者の倫理
－ Word,E.H.とKatz,L.Gの著作を中心に － 藤川  いづみ

29 論文 和田實における幼児教育論（３）
－「遊戯的教育論」について － 大谷  祐子

29 論文 学習者の主体的自己評価から見る「リトミック教育」の効果
－ 保育者養成校の学習者を中心に － 武石  宣子

29 論文 保育士養成校における社会福祉援助技術科目の現状と課題 横川  剛毅，鈴木  敏彦

29 論文 退学の危機を脱した体験から学ぶ学生指導のあり方 出村  由利子，山本  正司
佐藤  美紀

29 論文 地域子育て支援拠点事業における支援者への支援についての検討 平田  美智子，伊藤  美佳
塩谷  香

29 論文 おもちゃを活用した子育て支援
－「おもちゃの広場」の独自性 － 善本  眞弓

29 論文 インターネットで読むESP
－ 発信型英語購読の試み － 松尾  光子，篠原  愛子

29 研究ノート 和泉短期大学おける実習システムの現状と課題
－ 実習・ボランティアセンターにおける気づきより － 齋藤  純，中野  陽子

29 研究ノート 介護福祉士をめざす学生の施設実習における不安要因に関する研究 佐久間  志保子
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29 研究ノート 総合教育授業の必要性と造形遊び 佐藤  守男，大石  洋次郎
弘中  雅子

29 研究ノート 和泉短期大学生の体力の現状 大下  聖治，井狩  芳子
中山  恭一

29 研究ノート 和泉短期大学おける子育て支援事業の活動報告（２） 櫻井  奈津子，井狩  芳子
伊藤  美佳，横川  剛毅

30 論文 保育士の業務実践におけるソーシャルワーク機能に関する基礎研究
－ 保育所保育士の保護者支援を中心に － 鈴木  敏彦，横川  剛毅

30 論文 子育て支援者への支援を考える　－ インタビューを中心に － 平田  美智子，伊藤  美佳
30 論文 「保育現場での音楽について」和泉短期大学入学時に学生が持つイメージを探る 山本  美貴子

30 論文 通院児への遊び環境の提供
－ 外来「おもちゃの広場」の有用性 － 善本  眞弓

30 論文 すべての園児が一緒に遊ぶことのできる園庭環境の創造
－ デッドスペースを遊びの拠点に変える試みをきっかけに － 木村  歩美

30 論文 施設内における援助者からの“からかい”についての一考察
－ 対人援助の“誤った家族化”による影響 － 市川  和彦

30 論文 和泉福祉専門学校卒業生の動向基礎調査Ⅰ
－ 卒業生の動向から見た介護現場の現状について －

佐久間  志保子，山本  正司
佐藤  美紀，豊福  義彦

30 論文 ポール・ウォーキングに関する基礎的研究 大下  聖治，松浦  浩樹

30 論文 インターネットで読む世界遺産
－ 発信型英語購読の試み（２）－ 篠原  愛子，松尾  光子

30 研究ノート 和泉短期大学における子育て支援事業の活動報告（３） 櫻井  奈津子，松浦  浩樹
大下  聖治，齋藤  純

30 研究ノート 和泉福祉専門学校における移乗・移動技術の現状と新カリキュラムに向けての課題
－ 実習施設の移乗・移動技術からの分析 － 佐藤  美紀

31 論文 子育て支援における保護者のニーズと保護者理解
－ 比較検討と協同可能性を探る －

片山  知子，松浦  浩樹，
大下  聖治，齋藤  純

31 論文 子育てサークルと育児不安
－ 地域子育て支援拠点事業での取組 － 平田  美智子

31 論文 保育者のキャリア形成におけるサポート 矢野  由佳子

31 論文 和泉短期大学における学生のキリスト教活動への参画のあり方を探る 横川  剛毅，山本  美貴子
片山  知子

31 論文 カール・バルト『教会教義学』「和解論」における罪認識についての一考察
－ 怠慢の問題について － 横山  望

31 論文 運動の指導技術習得に関する研究 大下  聖治

31 論文 プロジェクトを通して行う自主的学習
－「日本の昔ばなし」と「ノーベル賞」を通して － 篠原  愛子

31 研究ノート 施設介護職員の研修に関する取り組み
－ 施設アンケートより － 佐久間  志保子

32 論文 施設保育士養成教育のあり方に関する基礎研究 渡邉  瑞穂，横川  剛毅
鈴木  敏彦

32 論文 保育者養成校が行う子育て支援プログラムの展開
－ 学生の参加ニーズを捉えて －

齋藤  純，松浦  浩樹
大下  聖治，片山  知子
相馬  靖明

32 論文 子育てサークルと育児期のストレス
－ 地域子育て支援拠点でのインタビューから － 平田  美智子

32 論文 子育ての場における相互性の諸相
－ 養育・保育・教育の場のコミュニケーションの発達論的課題 松浦  浩樹

32 論文 保育所・幼稚園と小学校との交流における活動のデザインに関する研究 相馬  靖明

32 論文 横浜市・寿地区における生活保護行政回顧・（1973年～1978年）
－ 都市貧困層の課題に関する予備的考察・ケースワーカーからの聞き取り調査から － 山本  正司，鈴木  敏彦

32 論文 プロジェクトを通して行う自主的学習（２）
－「日本と世界のおはなし」と「日本の年中行事」を通して － 篠原  愛子

32 論文 運動学習にICT教育を活用する試み
－ 合成映像指導法の有効性について － 大下  聖治，齋藤  純

32 資料 和泉福祉専門学校24年間の歩み 佐久間  志保子

32 資料 本学卒業生の動向に関する基礎調査 松浦  浩樹，鈴木  敏彦
横川  剛毅，齋藤  純

33 論文 子育てサークルへのニーズと期待
－ 地域子育て支援拠点等における母親へのアンケート調査 － 平田  美智子
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33 論文 養成校における子育て支援
－ 学生と参加親子との実践的関係の場として －

片山  知子，大下  聖治
相馬  靖明，松浦  浩樹
矢野  由佳子

33 論文 幼稚園及び保育所の園庭に関する研究
－ １．樹木調査から － 片山  知子，鈴木  貢次郎

33 論文 キリスト教保育・教育の場における「使命感」の育成について
－ ゆとり教育実施に伴う勤労意識の変化と捉えて － 松浦  浩樹

33 論文 貧困ビジネスを排除する活動をとおしてみた簡易宿泊所街
－ 大阪市・２つの名前を持つ「釜ヶ崎」「あいりん地区」の現状と課題 － 山本  正司，鈴木  敏彦

33 論文 福祉国家に関する経済学とその関連理論についての覚書
－ 新自由主義社会における日本の選択「第三の道」 － 山本  正司

33 論文 高齢者福祉施設における移動・移乗技術導入に関する研究
－ 介護職員のインタビュー調査を中心に － 佐藤  美紀

33 論文 カール・バルト『教会教義学』における「虚無的なもの」についての一考察 横山  望

33 論文 身体表現を通した音楽理解の可能性
－ 身体的オーケストラ化を中心に － 武石  宣子

33 論文 運動の指導技術習得に関する研究（その２）
－ 後方回転運動における課題について － 大下  聖治

33 研究ノート 身体介護の介護技術における研修のあり方 佐久間  志保子，佐藤  美紀

33 研究ノート アメリカノースカロライナ州TEACCHプログラムについて
－ 2012年視察研修報告 － 河合  高鋭，松浦  浩樹

34 論文 里子の自立を支援するNPO活動を通して
－ 神奈川フォスターケアサポートプロジェクトの活動から － 櫻井  奈津子

34 論文 障害者福祉施設従事者等による障害者虐待防止に関する研究
－ 知的障害者支援領域を中心に －

鈴木  敏彦，横川  剛毅
河合  高鋭

34 論文 保育の表現技術についての一考察
－「リトミック」を通して － 武石  宣子

34 論文 運動の指導技術習得に関する研究（その３）
－ 課題運動獲得者と未獲得者との比較について － 大下  聖治

34 論文 キリスト教保育の授業内容における一考察
－「聖書物語」を劇にして演じること － 片山  知子

34 論文 保育系短期大学生の職業意識
－ 1995年調査との比較 － 平田  美智子

34 論文 保育の実践的課題の省察
－ 1990年以降キリスト教保育の場が掲げてきた課題を概観して － 松浦  浩樹

34 論文 幼稚園及び保育所の園庭に関する研究
－ ２.低木と草本、つる植物の調査から － 片山  知子，鈴木  貢次郎

34 論文 認知症高齢者のグループホームの介護職員に対する研修の現状と課題 佐久間  志保子，佐藤  美紀

34 論文 PEPⅢに基づく自閉症スペクトラム幼児への支援
－ 虐待予防についての一考察 －

河合  高鋭，横川  剛毅
鈴木  敏彦

34 論文 子どもの遊びをテーマとしたプロジェクトについての一考察 篠原  愛子

34 論文 厚生（福祉）と経済学の理論ーその１－
－ 自由主義・功利主義と古典経済学の再考 － 山本  正司

34 論文 養成校における子育て支援　－ 学生の変容と担当教員の気付きに着目して －
河合  高鋭，片山  知子
佐藤  美紀，大下  聖治
矢野  由佳子，松浦  浩樹

34 論文 DV被害を受けた学童期の子どもの特徴緩和に関する研究
－ 母子生活支援施設における支援から － 久保田  美沙子

34 資料
全国保育士養成協議会シンポジウム　提案報告　「通過点」としての養成教育を超えて
－「子どもの育ちを保証するための保育士養成とは
－4年制養成と2年制養成のこれからを考える－」に寄せて －

松浦  浩樹

34 資料 イギリスロンドンにおけるインクルーシブ教育　－ 2013年視察研修報告 － 河合  高鋭

35 論文 障害者福祉施設従事者等による障害者虐待防止に関する研究（２） 鈴木  敏彦，横川  剛毅
河合  高鋭

35 論文 養子縁組と里親制度
－ 児童相談所と民間機関の連携のあり方 － 平田  美智子

35 論文 子育ての場における学びと遊びの理解に関する課題 松山  洋平，松浦  浩樹

35 論文 運動の指導技術習得に関する研究（その４）
－ 鉄棒の「前方支持回転下り」運動における課題について － 大下  聖治
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35 論文 ML教育についての一考察
－ 学習効果へのニーズと期待 － 武石  宣子

35 論文 保育学生の健康度・生活習慣と学習意欲との関係 戸塚  恵子

35 論文 現代社会の貧困問題と生活困窮者自立支援法の課題
－ 住宅支援給付の事例調査から － 山本  正司，鈴木  敏彦

35 論文 医療的ケアに関する介護職員の意識 佐久間  志保子
35 論文 キリスト教保育における保育実践者のまなざし 片山  知子

35 論文 幼稚園の母親が望む子育て支援
－ キリスト教保育の園からの一考察 － 佐藤  浩代

35 論文 現代学生に向けた新人研修のあり方の再考
－ 高齢者福祉施設に就職した新卒学生への聞き取り調査 － 佐藤  美紀

35 論文 家庭的な養育環境と実現させるための取組に関する一考察
－ 母子生活支援施設における支援から － 久保田  美沙子

35 論文 養成校における子育て支援
－ 参加家族と学生の主体的な活動に着目して －

矢野  由佳子，片山  知子
河合  高鋭，松山  洋平
佐藤  美紀，松浦  浩樹

35 研究ノート 健康測定から見える現状と課題について
－ いづみ祭で健康測定コーナーを実施して －

戸塚  恵子，渋谷  智子
井上  圭子，大下  聖治

36 論文 幼保連携型認定こども園の教育・保育を支える保育者同士の対話のあり方に関する一考察
－ 様々な園内会議・研修、対話場面を手掛かりとして － 松山  洋平

36 論文 障害者福祉施設従事者等による障害者虐待防止に関する研究（３） 鈴木  敏彦，横川  剛毅

36 論文 運動の指導技術習得に関する研究（その５）
－ 前転運動における課題について － 大下  聖治

36 論文 キリスト教保育への意識
－ 保育者養成校の学生と新任保育者における比較から － 片山  知子，佐藤  浩代

36 論文 保育系短期大学生の安全対策の学びに関する一考察 大下  聖治，大下  純

36 論文 保育者養成校における子育て支援
－ 学生の主体を支える教員の視点に着目して －

佐藤  美紀，松山  洋平
河合  高鋭，矢野  由佳子
横川  剛毅，片山  知子

36 論文 保育学生の生活習慣と心身の健康状態・スマートフォン依存との関連 戸塚  恵子

36 論文 認知症高齢者の介護者の資質から考察する養成校の学び
－ 高齢者介護施設のアンケート調査より － 佐藤  美紀，佐久間  志保子

36 研究ノート 家庭復帰のための支援とは
－ 施設入所中と退所後に焦点を当てて － 久保田  美沙子

36 研究ノート 介護福祉専攻科学生の学びの実態 佐久間  志保子

36 資料 保育養成校にけるキャリア教育 平田  美智子，井狩  芳子
相馬  靖明，松浦  浩樹

37 論文 スウェーデンの保育実践に学ぶ対話を通しての一考察
－ コミュニケーションの新たな道筋の可能性を求めて － 久保  小枝子

37 論文 保育の場における相談援助・支援の現状と課題 須永  真理

37 論文 韓国の教育福祉的放課後対策
－ 子どもの貧困への取り組み － 平田  美智子

37 論文 乳児院における養育および養育者支援について 大下  純

37 論文 傾聴ボランティアによる認知症高齢者への傾聴の在り方
－ 傾聴活動における「不安」要因の分析 － 佐藤  美紀

37 論文 障害児・者福祉サービス等における意思決定支援及び権利擁護に関する基礎研究 鈴木  敏彦，横川  剛毅

37 論文 実習事後指導における学生の学びの可視化に関する一考察
－ 保育実習Ⅰ・幼稚園教育実習での振り返り曲線シートから － 久保田  美沙子，松山  洋平

37 論文 運動の指導技術習得に関する研究（その６）
－ 鉄棒における後方支持回転運動における課題について － 大下  聖治，大下  純

37 論文 保育者養成における素話の実践が学生にもたらす効果 佐藤  浩代

37 論文 実習事前事後学習に生きる実習園との連携を考える
－ 実習評価の現状と課題 －

山本  美貴子，松山  洋平
久保田  美沙子

37 論文 養成校における子育て支援
－ 支援者に求められる専門性とは －

矢野  由佳子，片山  知子
松山  洋平，佐藤  美紀
久保  小枝子

37 研究ノート 口腔ケアに関する専攻科生の意識調査 佐久間  志保子

37 研究ノート 和泉短期大学における社会福祉教育のあり方に関する一考察 鈴木  敏彦，櫻井  奈津子
横川  剛毅，平田  美智子
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38 査読論文 「癒し人」としてのチャプレンのあり方に愛する一考察Ⅰ
－ 病院・教会・学校を経て考えるチャプレンの役割 － 西田  恵一郎

38 査読論文 地域子育て支援拠点における利用者支援事業
－ 関東地域の地域子育て支援拠点へのアンケート調査から － 平田  美智子

38 査読論文 1歳6か月児健康診査における対面相談の有用性と母親が求める心理職の役割 平沼  晶子

38 査読論文 実習教育（幼稚園）の実態と課題
－ 養成校と実習園のより良い連携を目指して －

松山  洋平，八代  陽子，
松浦  浩樹

38 論文 乳児期における子どもの心の発達を育む保育者の専門性に関する考察
－ 前言語期に着目して － 上田  よう子

38 論文 保育系短期大学生の実習における学びに関する一考察
－ 身体活動中の安全対策について － 大下  聖治，大下  純

38 論文 相模原市における利用者支援事業に関する基礎調査
－ すくすく保育アテンダントおよび利用者アンケート調査と分析 －

片山  知子，矢野  由佳子
佐藤  美紀

38 論文 養成校における子育て支援
－ 子育て支援プログラム「はっぴい」が果たす教育機能 －

久保  小枝子，平沼  晶子
片山  知子

38 論文 障害児支援における意思決定支援及び権利擁護に関する基礎研究 鈴木  敏彦，横川  剛毅
中野  陽子

38 論文 幼稚園における相談援助・支援の現状と課題
－ 保育者へのインタビュー調査を通して － 須永  真理

38 論文 障がい児保育の授業内容に関する研究
－ 新任教諭へのインタビュー調査を通じて － 中野  陽子，横川  剛毅

38 論文 子育て家庭による「相互子育て支援」推進の意義
－ 保育者養成校による保護者主体の事業実施に関する一考察 －

松山  洋平，八代  陽子
久保田  美沙子

38 論文 保育者養成校における表現・音楽に関わる授業内容を再考する
－ 子供の感性や創造性を豊かに育む専門性を獲得する為に － 山本  美貴子，須藤  みぎわ

38 研究ノート 歯磨きに対する児童福祉学科生の意識調査 佐久間  志保子

39 査読論文 利用者支援事業の成果と課題
－ 地域子育て支援拠点へのインタビュー調査から － 平田  美智子，平沼  晶子

39 論文 授業「乳児保育」における乳児親子とふれあい体験の可能性に関する一考察 上田  よう子
39 論文 保育実習にける安全対策の学びに関する一考察 大下  聖治，大下  純

39 論文 養成校における子育て支援
－ 木のおもちゃが乳幼児の発達に与える影響 －

久保  小枝子，矢野  由佳子
前島  麻衣

39 論文 専攻科生の学びの特徴から再考する実習指導について
－ 実習に関するアンケート調査を通じて － 佐藤  美紀

39 論文 保育所における相談援助・支援の現状と課題Ⅱ
－ 連絡帳内容と保育者間の会話場面に着目して － 須永  真理

39 論文 キリスト教信仰に基づく教育が目指すもの
－ 教養教育への回帰とその先の教育のあり方を求めて － 西田  恵一郎

39 論文 実習事前準備としてのピアノ学習に関する調査研究
－ 実習前・実習中の課題と心情に関する本学学生へのアンケートから － 前島  麻衣，山本  美貴子

39 論文 アンケート調査による本学「実習・実習指導実施要項」活用状況
－ 保育者養成校と実習先実践現場の先進的な連携を考える －

山本  美貴子，矢野  由佳子
上田  よう子，池田  なつみ

39 研究ノート 子どもの保健の視点から捉える「保育所における子どもの歯磨き」に関する研究
－ 公立保育所と私立保育所の比較 － 佐久間  志保子，八代  陽子

39 研究ノート 保育短大生における身近な公園に対する意識 中島  宏昭

39 研究ノート 「学生FD委員」の主体的活動への支援 平沼  晶子，八代  陽子
上田  よう子，石川  佳代

39 研究ノート
健康測定から見える現状と課題について（その２）
－「いづみ祭　健康測定コーナー」における地域住民と、卒業生、在校生の意識調査の比
較検討から －

八代  陽子

40 論文 介護福祉士の知識・技能が児童福祉職に影響を及ぼす要因
－ 保育、障がい児・者施設に就職した専攻科修了生への聞き取り調査 － 佐藤  美紀，佐久間  志保子

40 論文 重症心身障害児・者支援における意思決定支援に関する基礎研究
－ 意思決定支援のための「人的・物的環境の整備」を中心に －

鈴木  敏彦，横川  剛毅
中野  陽子

40 論文 保育所における保護者支援の現状と課題
－ 連絡帳記載内容に関する保育者間での話し合いの場所に着目して － 須永  真理

40 論文 人生100年時代における生き甲斐と死に甲斐の問題
－ 奥村一郎神父の死生観をめぐって － 西田  恵一郎

40 論文 保護者支援に関する保育者養成課程学生の学びと課題 平沼  晶子
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40 論文 学生の成長を支える教育実習（幼稚園）・保育実習・実習指導のあり方に関する研究
－ 保育者養成課程における学生の変容プロセスから －

星  早織，前島  麻衣
松山  洋平

40 論文 実習先から提示された音楽に関する課題の調査研究
－ 実習後の本学学生アンケートから － 前島  麻衣，山本  美貴子

40 論文 日本の保育実践現場におけるミドルリーダーに関する研究動向 八代  陽子

40 論文 養成校における子育て支援
－ 保護者はどのように幼稚園・こども園を選んでいるのか －

矢野  由佳子，久保  小枝子
星  早織

40 研究ノート 障害者福祉施設従事者等による障害者虐待防止に関する研究（４） 鈴木  敏彦，横川  剛毅

40 資料 レッジョ・エミリアにおける乳幼児教育
－ 2018年視察研修報告 － 久保  小枝子

41 論文 養成校における子育て支援
－ おもちゃを通して乳幼児の健やかな成長へと導く保育者の育成を目指して －

久保  小枝子，矢野  由佳子
星  早織

41 論文 学生の進路選択と実習を含む学習体験との関連性に関する調査研究 櫻井  奈津子，中野  陽子

41 論文 コロナ禍での音楽や表現に関わる実習経験についての調査研究
－ 保育実習後の本学学生アンケートから － 山本  美貴子

41 論文 遠隔による短期大学認証評価に関する考察 横川  剛毅

41 研究ノート 保育者養成校で学ぶ学生の「身近な環境」への気付き
－ 実習の記録から見た「身近な環境」を探る － 渡部  美佳，松山  洋平

42 査読論文 保育現場における連絡帳を活用した保育者の意識と対応方法の変容過程 須永  真理

42 論文 保育者養成校の学生にとって「振り返り」とは何か
－ 実習の事後学習から保育の専門性を高めることを目指して － 久保  小枝子

42 論文
学生の成長を支える教育実習（幼稚園）・保育実習・実習指導のあり方に関する
研究（その２）
－ 2年間の学びの振り返りから －

星  早織

42 論文 コロナ禍2年目の「音楽や表現に関わる実習経験」について
－ 保育実習後の本学学生アンケートから － 山本  美貴子

42 論文 なぜドイツ人宣教師が『保育所運営要領』発刊に関わったのか 吉田  久仁子

42 研究ノート 幼児期における「遊び」と領域「人間関係」についての一考察
－ 遊びを通しての「人間関係の指導」における環境の在り方について － 古橋  真紀子
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（目　的）
第 1条　和泉短期大学研究紀要（以下「本誌」という。）
は、和泉短期大学（以下「本学」という。）教職員の
学術研究並びに学術調査の成果を掲載する研究誌で
あり、原則として年 1回発行する。

（投稿資格者）
第 2条　投稿資格者は、本学教職員（非常勤講師及び学
生相談員並びに実習助手を含む）に限る。ただし、
実習助手の場合は専任教員と連名（共著）であるこ
とを要する。

２　投稿（発表）する資格は、退職の時点で失うものと
する。ただし、退職者は在職中の共同研究論文につ
いて退職後１年以内に限り発表することができる。

３　前 2項の規程にもかかわらず、学長が特に認めた者
は、本誌に投稿（発表）することができる。

（投稿原稿）
第 3条　紀要に掲載しようとする原稿（以下「投稿原
稿」という。）の区分及びその内容は、次の各号とす
る。
（1）査読付論文　論理性、普遍性を備え、明確なテー
マをもち、調査・先行研究等を含む客観的な資料
にもとづいて論理的な主張が展開され、独創的な知
見が示されている学術的価値の高い内容で、その知
見について証明可能であることが容易に判断できる
ものであって査読を終了しているもの。

（2）論文　論理性、普遍性を備え、明確なテーマをも
ち、調査・先行研究等を含む客観的な資料にもと
づいて論理的な主張が展開され、独創的な知見が示
されている学術的価値の高い内容で、その知見につ
いて証明可能であることが容易に判断できるもの。

（3）研究ノ―ト　時事的な話題、実践報告、実態調査
等に説明を加えたもので、実学上有益なもの。

（4）資料　学術的な資料性が高い研究成果などで、公
表する価値が認められるもの

（5）その他　前号のいずれにも該当しないが、研究紀
要に掲載することが適当と認められるもの。

（6）前号の区分について、執筆者と閲読者の判断が異
なる場合、閲読者は区分変更の理由を書面にて編集
委員会に提案し、編集委員会から執筆者に伝える。
執筆者が投稿時の区分を変更する必要がないと判断
する場合には、その理由を編集委員会に書面にて提

出し、紀要掲載時の区分の判断は編集委員会が行う。
２　前項第 1号から第 4号において、具備すべき条件
は次のとおりとする。
（1）投稿論文等は、研究者が遵守すべき社会通念とし
ての研究者倫理に抵触していないものであること。
①　引用に際しての、他者が有する著作権をはじめ
とする諸権利の存在に配慮すること

②　捏造された情報が含まれないこと
③　既往論文に対する学術的根拠を示した批判的な
引用・記述は問題ないが、その範囲を逸脱して
誹謗とならないこと

④　調査対象者・被験者の人権（生命・健康・プ
ライバシー、及び尊厳）を守ること

（2）投稿原稿は未公刊（未発表）のものに限る（ただ
し、学会の大会等の論文集への掲載はこの限りでは
ない。）

（3）投稿は、原則として 1人単著 1編、共著 2編ま
でとする。

（4）投稿原稿は、少なくとも、同じ分野の研究者が十
分理解できるよう記述すること

（5）投稿原稿は、本規程と「原稿作成の手引き」に
則って作成し、期日までに和泉短期大学研究紀要編
集委員会（以下「編集委員会」という。）に提出す
ること

（6）原稿は、原則として和文とし、第 1頁に表題（和
文と英文）、投稿者名（和文と英文）と和文 200字
程度の抄録（要約）をつけ、目次はつけないこと

（7）原稿の長さは、単著の場合は本誌仕上がり 10頁
以内とし、共著（和泉特別研究による論文等を含
む。）の場合は 20頁以内とすること（図表も頁数
に含まれる）

（8）提出原稿は、原則として光磁気ディスク等の電子
媒体または電子メールの添付ファイルで提出する。
ファイルの形式は、マイクロソフト社のワード、エ
クセルまたはそれらの互換ソフトの文書形式とす
る。電子メールを送信する際は、定められた担当者
宛に送信する。併せて、レイアウト等の確認用及び
図表の版下として、紙媒体原稿を添付する。両者の
内容に異同がある場合は、電子媒体・電子メール
添付ファイルを正本とする。
　なお、「電子媒体または添付ファイル」の提出は、

和泉短期大学研究紀要編集投稿規程
2005年 9月 21日

和泉短期大学研究紀要編集委員会
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提出原稿時の１回のみとし、初校以降の原稿の修正
は、紙媒体原稿の範囲でおこなう。

（投稿原稿提出期日）
第 4条　投稿原稿提出期日は、次の通りとする。
（1）査読付論文　毎年度 9月 15日
（2）その他の原稿　毎年度１月 15日
　査読付論文は査読期間を経て 1月 22日までに完成
原稿を提出する。なお、上記（1）（2）及び１月 22
日が土曜・休日に当る場合、紙媒体原稿の提出期限
は、その直後の平日とする。

（投稿の申込み）
第 5条　投稿を希望する者（以下「執筆者」という。）
は、所定の投稿申込書に必要事項を記入し、期日ま
でに、編集委員会に申込む。（区分も記載）

２　投稿申込み受付の時点で予算の都合上「論文の採否
及び枚数の調整」が必要な場合、委員長がこれを 12
月の教授会で通知する。

３　投稿申込み期日は、次の通りとする。
（1）査読付論文　毎年度 7月 15日
（2）その他の原稿　毎年度 11月 30日
　なお同日が土曜・休日に当る場合、申込み期日は、
その直後の平日とする。

（編　集）
第 6条　本誌は、論文、研究ノ―ト、資料、その他の区
分で編集し掲載する。区分については、執筆者の希
望によることを原則とする。ただし、編集委員会は
区分の変更について、執筆者と協議することがある。

（紀要の発行日）
第 7条　本誌の発行日は、毎年度 3月 15日とする。
（本誌の配布）
第 8条　本誌の配布は、執筆者（連名者を含む）に 5
部、教職員各 1部とする。その他には適宜配布する。

２　抜刷りは、各論文等 1編につき 50部を無料で配布
する。これを超える部数の希望は事前の申し出によ
り作成し、有料で配布する。

（編集委員会）
第 9条　編集委員会は図書委員と必要に応じて学長が指
名する若干名の専任教員で組織する。

２　編集委員会には、委員長を置く。委員長は原則とし
て図書館長があたり、会務を統括する。

３　編集委員会は、公正で民主的な運営に努める。

（事　務）
第10条　紀要の編集及び刊行に関する処理は、教授会
の委託を受けて、編集委員会がこれにあたる。

２　事務手続きは，学術情報ユニットが行う。
（雑　則）
第11条　その他紀要への投稿に必要な「原稿作成の手
引き」は、別に定める。

（規程の改廃）
第12条　この規程の改廃は、編集委員会の発議に基づ
き、教授会の承認を経てこれを行う。

　　　附　則
　　この規程は、2005年 9月 21日（教授会決定日）か
ら実施し、2005年度の「和泉短期大学研究紀要」の
編集から適用するものとする。

　　　附　則
　この規程は、2007年 6月 27日から改正施行する。
　　　附　則
　この規程は、2008年 5月 28日から改正施行する。
　　　附　則
　この規程は、2008年 7月 1日から改正施行する。
　　　附　則
　この規程は、2009年 9月 30日から改正施行する。
　　　附　則
　この規程は、2012年 7月 26日から改正施行する。
　　　附　則
　この規程は、2013年 11月 20日から改正施行する。
　　　附　則
　この規程は、2015年 7月 22日から改正施行する。
　　　附　則
　この規程は、2016年 6月 29日から改正施行する。
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